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はじめに

三重県防災・減災対策行動計画は、「三重県新地震・津波対策行動計画」及び

「三重県新風水害対策行動計画jの理念を継承し、総合的な観点から三重県のこ

れからの防災・減災対策の方向性と道筋を示す計画です。

三重県防災・減災対策行動計画をもとに、「自助J、「共助j、「公助jの力を結

集して、災害に強い三重づくりを進めています。

三重県防災・減災対策行動計画の実績レポートは計画が2年経過したことを

ふまえ、計画の中間評価を行うとともに、昨年度 1年間の取組状況を取りまとめ

て策定したものです。

なお、施策項目において、取組内容が重複する項目は基本的にはじめにでてく

るところに記載することとしています。

1 計画の概要

構 成： 14施策、 179行動項目

計画期間：平成30年度から令和4年度までの 5か年計画

2 進行管理

本計画の実効性を確保するため、それぞれの行動項目に主担当部と目

標を定め、計画的な推進を図ります。

3 施策体系について

「三重県地域防災計画j に掲げる対策を推進するため、「三重県地域防

災計画Jの部・章・説の構成を取り入れる形で【施策の柱】、〔施策項目】、

【施策小項目】からなる体系を定め、「施策体系」に基づく具体的な行

動を、 179項目の「行動項目」として掲げています。
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1 中間評価

C1 ）計画の進行管理

本計画では、各行動項目の進捗状況について毎年度実績レポートにより

進行管理するとともに、「みえ県民力ビジョン・第二次行動計画Jの最終年

度（令和元年度）にあわせて中間評価を実施します。

(2）計画の達成率と施策別の進展度

①計画の達成率

令和元年度末における計画全体の達成率は、別表の通り 94.1%となり

ました。すべての目標項目（再掲を含む 261目標項目）について、達成

率を算出し、それらの平均値を本計画の達成率としています。

②施策別の進展度

施策別の進展度は、 14施策のうち「8 緊急輸送機能の確保及び社会

基盤施設等の応急復旧J、「9 救助・救急及び医療・救護活動j及び「14

復旧・復興対策Jにおいて達成率が 100切のAであり、その他の 11施策は

Bでした。

( 3）取組成果

①災害予防・減災対策

【施策項目 1 自助・共助を育む対策】

県民や地域、企業等における防災対策や人材育成、自主防災組織や消防

団、ボランテイア等の活動支援、児童生徒等にかかる防災教育などを通じ

た、自助・共助を育む対策を実施しました。また、令和元年度「防災に関

する県民意識調査j では、「地域や職場での防災活動への参加状況j が

50.0%であることから、地域や企業等における防災活動を促進する必要

があります。

く〉「伊勢湾台風 60年の集い・みえJや「昭和東南海地震 75年（みえ地

震対策の日）シンポジウムjを開催し、災害で得た教訓を風化させるこ

となく次世代に継承する取紐を進めました。

く〉みえ防災・減災センターにおいて、みえ防災コーデ、イネーターを 73名

育成するとともに、「みえ防災人材バンクJの登録者も、みえ防災塾の

修了生なども含め、合計で 500名となり、地域の防災活動の場で活躍

できる人材育成につながりました。

く〉小学1年生、 4年生、中学1年生及び高校 1年生に防災ノートを配布し、

学校における防災教育の効果を高めました。
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【施策項目 2 安全な避難空間の確保のための対策】

大規模地震の発生に備え、安全な避難空間を確保し、適切に避難するた

めの対策等を実施しました。

く〉一人ひとりの津波避難計画である「Myまっぷランjなどの住民主体の

防災対策の取組が進み、適切な避難行動の促進につながりました。

く〉県、市町、みえ防災・減災センターが連携して「地域防災課題解決プ口

ジェクトjに取り組み、「避難行動要支援者への支援」等をテーマに「手

引書jを作成し、防災厨減災対策の中で、進捗に課題が見られる「共助J

の取組の活性化に取り組みました。

【施策項目 3 災害に強いまちづくりを推進するための対策】

建築物や公共施設、危険物施設の耐震化や、地盤災害防止対策、二次災

害対策など、主にハード対策を中心とした対策を講じました。

く〉県立学校では、学校の屋内運動場等の天井等溶下防止の取組を進めた

結果、すべての屋内運動場等の対策が完了しました。

く〉河川の洪水対策について、堆積土砂や河川・ダム施設の定期点検、河川

の浸水想定区域図の作成（累計 109河川！）、危機管理型水位計の設置

（累計 211箇所）に取り組み、洪水被害の防災・軽減を図りました。

く〉土砂災害対策について、土砂災害防止施設の整備（着手笛所：累計 924

箇所）や土砂災害警戒区域の指定（指定率 87%）に取り組み、災害の

未然防止を進めました。

く〉農地・森林の防災対策について、排水機場の対策工事や治山施設整備

（山地災害危険地区数：累計 2,187箇所）に取り組み、災害の未然防

止対策を図りました。

【施策項目 4 緊急輸送の確保】

災害時の緊急輸送体制を確保するために必要な陸上輸送対策、海上輸

送対策等を講じ、緊急輸送ネットワークの形成を図りました。

く〉新名神高速道路の亀山西 JCTで名古屋方面と伊勢方面を結ぶランプウ

エイが完成したほか、東海環状自動車道や近畿自動車道紀勢線の整備

等が行われ、道路ネットワーク機能の強化が進みました。

く〉緊急輸送道路に指定されている県管理道路上の橋梁の点検等に取り組

み、災害発生時の輸送機能確保につながりました。
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【施策項目 5 防災体制の整備・強化〕

災害対策機能等、災害発生後の県や関係機関の応急対策体制について、

事前に整備するための対策を講じました。

く〉「三重県防災対策推進条例jの制定後 10年が経過し、この間の災害の

教訓や課題をふまえた防災対策の状況、今後の方向性を反映させるた

め、「防災の日常化Jの定着をはじめ災害に強い三重づくりをめざした

条例の改正を行いました。

く〉県民の皆さんとともに「防災の日常化Jに取り組み、災害が発生した際

は被災者の早期の1生活再建と地域社会のより良い復興を成し遂げる職

員を育成するため、「三重県職員防災人材育成指針」を策定しました。

く〉南海トラフ地震を海底で即時検知するDONE Tを活用したシステム

を整備して、気象業務法に基づき、県南部地域9市町に対する津波予測

情報等の提供にかかる津波予報業務の許可を受け、その運用を開始し、

県及び9市町の災害対策を強化しました。

く＞ ~c Pの考え方に基づく病院災害対応マニュアル（病院BC P）の整備

を促進し、災害時に必要な医療が提供されるよう取り組みました。

く〉「三重県市町受援計画策定手引書Jを参考に、市町における受援計画の

策定（支援物資：累計7市町）を進めました。

【施策項目 6 特定自然災害への備え】

防災啓発や地域の避難体制の確保を推進するなど、局地的大雨や竜巻、

雪害への対策を進めました。

く〉台風接近時には、気象台とも連携しながら SNS （ツイッタ一、 Ll・N 

E）でのわかりやすい表現での情報発信に取り組み、県民による情報の

拡散も生まれ、県民への情報提供が進みました。

②発災前の直前対策および発災後対策

【施策項目 7 災害対策本部機能の確保】

発災直後からの災害対策活動態勢を確立するために必要となる災害対

策本部の機能を確保・強化する取組や、自衛隊・海上保安庁への災害派遣

要請の訓練、広域的な応援・受援体制の整備等を行いました。また、「南

海トラフ地震臨時情報jの運用開始に伴う取組を進めていますが、令和元

年度「防災に関する県民意識調査Jでは、その認知度が 32.4%であるこ

とから、周知等を図っていく必要があります。

く〉県と市町が連携して災害対策を行うため、市町タイムライン基本モデ

ルを活用した市町タイムラインの策定（累計 18市町）が進み、振り返

りで「関係機関で情報共有ができた」左いった意見が出るなど、災害対

策活動が強化されました。
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。平成 30年度は「三重県受援体制整備に向けた活動実験J( 5月）、「大

規模津波防災総合訓練（三重県総合防災訓練）J ( 11月）、令和元年度は

「伊勢湾台風 60年防災訓練J( 9月）、「近畿府県合同防災訓練（三重

県総合防災訓練）J .「緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練J(10月）

を実施し、災害対応力の向上が図られました。

く〉国の南海トラフ防災対策推進基本計画が修正され、「南海トラフ地震臨

時情報jの運用が開始されたことに伴い、県地域防災計画を修正し、新

たな災害応急対応や住民の事前避難行動を促進する対策を盛り込みま

した。

【施策項目 8 緊急輸送機能の確保及び社会基盤施設等の応急復旧】

災害対策にあたる人員や物資の輸送のための緊急輸送機能の確保対策

に加え、公共施設やライフライン施設の復旧・保全対策を講じ、応急対策

活動を実施するために必要なインフラ施設の保全及び二次災害防止を図

りました。

く〉緊急輸送道路等の確保を目的として道路啓開訓練等を実施し、災害発

生時における被災者救助や物資輸送等の災害対策活動に備えました。

く〉関係機関が適時的確な行動をとれるよう水位周知河川を対象に「水害

対応タイムラインJを38河川全てで作成し、洪水時の河川氾濫の被害

の抑止を図りました。

【施策項目 9 救助・救急及び医療・救護活動】

発災後 72時間を目標とした救助・救急活動、同時多発火災や延焼拡大

を防ぐための消防活動、救出した負傷者の命を救うための医療・救護活動

についての対策を講じました。

く〉災害医療コーディネータ一等を養成する研修会を開催し、災害医療に

精通した人材の育成を進めました。

【施策項目 10 避難及び被災者支援等の活動】

避難行動要支援者や要配慮者の支援強化、学校・園における児童生徒等

の避難対策や、広域避難体制の検討、ボランティアによる支援、避難者の

健康管理や災害警備活動等に取り組みました。また、災害に備えて新型コ

ロナウイルス感染症の避難所対策に取り組むとともに、災害時の保健活

動やこころのケア活動の取組等を進める必要があります。

く〉桑員2市2町と連携して「伊勢湾台風 60年防災訓練Jを実施して、木

曽岬町からいなべ市へのパスによる広域避難訓練を行うなど、広域避

難体制の検討を進めました。
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r/ 

。県、市町、観光事業者、観光関係団体等とともに、外国人を含め、観光

客が災害発生時に適切な行動をとれるよう避難訓練を実施し、観光客

を円滑に誘導できる体制づくりを進めました。

【施策項目 11 救援物資等の供給】

被災者の支援等に必要な救援物資等の輸送手段を確保し、食料や物資、

飲料水等の供給体制を構築するための対策を実施しました。

。大規模災害時を想定した、三重県水道災害広域応援協定に基づ、く応援

要請等の情報伝達訓練を実施し、市町水道事業者の応急給水活動の連

絡体制強化を図りました。

〔施策項目 12 特定自然災害対策】

局地的大雨、竜巻、大雪等に備えるため、道路啓開体制や防災情報の収

集・伝達体制を強化しました。

く〉防災情報プラットフオームや Lアラートを活用して訓練を行い、迅速

かつ的確に防災情報の収集・伝達を実施できるよう災害対策活動の強

化を図りました。

【施策項目 13 復旧に向けた対策】

被災地の復旧に向け、災害廃棄物処理、住宅確保の対策等に取り組みま

した。

く〉県と応援協定を締結している市町、民間事業者団体等で豪雨災害によ

り発生した災害廃棄物の処理に係る訓練（図上演習）を実施し、災害廃

棄物処理計画の実効性が向上しました。

。被災建築物応急危険度判定士及び被災宅地危険度判定士を養成し、大規

模災害発生時の復旧に向けた対策強化を図りました。

③復！日・復興対策

【施策項目 14 復旧・復興対策】

大規模災害からの復旧回復興を果たすため、生活再建に向けた支援体制

や復興体制の整備に向けた情報共有を行いました。

く〉被災者生活再建支援制度や住家被害認定調査にかかる研修を実施し、

大規模災害発生時の復旧に向けた対策強化を図りました。
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(4）中間評価の総括と今後の取組方向

①中間評価の総括

行動計画の推進にあたっては、県だけでなく、市町や防災関係機関等も

含めた「公助」の取組のほか、県民や地域、事業者の「自助J、「共助Jの

取組が不可欠であるため、それぞれの取組主体が自らの役割を担い、バラ

ンスを取りながら力を結集する必要があります。

施策別の進展度は 14施策すべてが「進んだ」または「ある程度進んだj

となっており、計画全体の達成率も 94.1%となっていることから、中間

評価時点では概ね計画どおり進んでいると考えています。

また、本計画の取組とあわせて推進した「みえ県民力ビジョン・第二次

行動計画jにおいて、本計画と主に関連する「111 災害から地域を守る

人づくりJ、「J12 防災盤減災対策を進める体制づくり j及び「113 治
山・治水・海岸保全の推進Jの3施策も概ね進展しました。

さらに、「みえ県民意識調査j においても、地域や社会の状況について

の実感をたずねる項目で、「災害の危機への備えが進んでいる」ことを実

感している層が、計画実施前（平成 30年1月～2月実施）の 32.8%から、

直近の調査（令和2年1月～3月実施）で 35.2%と2.4ポイント増加し

ており、取組について一定評価されていることから、現計画に基づき、引

き続き取組を推進します。

②今後の取組方向

この2年間では、三重県版タイムラインによる災害対応1や、「三重県広

域受援計画Jとその訓練の実施により、受援体制づくりなどのソフト対策

や、土砂災害対策防止施設の整備などのハード対策が進んだことから、こ

れからもソフト・ハードの両面から対策を推進します。

また、災害に強い三重づくりをめざして「三重県防災対策推進条例Lの

改正を行ったことから、その周知を図るとともに、条例に基づく防災対策

を強力に進める必要があります。

一方で、人材育成による地域で、の活動、避難活動において、その取組の

促進等を図る必要があります。

今後も、行動計画に掲げた目標の達成に向けて取組を進め、防災が特別

なものではなく、日常生活の中に溶け込み、県民の災害対応力がいつの聞

にか養われている状態をめざした「防災の日常化」の定着を図ります。
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計画全体 B 94.1 % 

自助・共助を育む対策 B 87.5弘
災
室Eコ三 2 安全な避難空間の確保のための対策 B 92.3覧
予

防 3 災害に強いまちづくりを推進するための対策 B 97.3出

；涜 4 緊急輸送の確保 B 98.7出
災
対 5 ｜防災体制の整備・強化 B 94.0弘
策

6 ｜特定自然災害への備え B 99.0覧

7 ｜災害対策本部機能の確保 B 99.97出

お発
8 ｜緊急輸送機能の確保及び社会基盤施設等の応急復旧 A 100.0目

よ災
9 ｜救助”救急及び医療・救護活動 A 100.0% 

ぴ前
発の

10 ｜避難及び被災者支援等の活動 B 85.3弘
災直
後前

11 i救援物資等の供給 B 95.8弘
対 対

策 策
12 ｜特定自然災害対策 日 99.9弘

13 B 99.5% 

対 復

策旧
｜復旧復興対策

' 

14 A 100.0覧

復

輿

100覧

B.ある程度進んだ 85%以上100%未溝

c.あまり進まなかった 70覧以上85弘未満

D.進まなかった 70覧未満
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2 令和元年度の取組結果（成果）と今後の課

題および今後の取組方向

施策の柱 I 災害予防圃減災対策

南海トラフ地震やそれによって引き起こされる津波、活断層を震源とする内

陸直下型地震のほか、台風や大雨等による風水害など、私たちは、災害発生のリ

スクと隣り合わせで、普段の生活を送っています。

こうした災害を抑制することはできませんが、災害の発生前から事前に対策

を講じることで、被害の拡大を防ぎ、少なくすることはできます。

災害からの予防効果、減災効果を発現させるため、事前に講ずべき対策を進め

ます。

施策項目 1 自助 M 共助を育む対策

（令和元年度取組結果【成果】と今後の課題）

〈住宅の耐震化〉

住宅の耐震化の促進では、住宅耐震化にかかる戸別訪問の実施件数や耐震性

のない空き家の除却4耐震改修の県補助金交付件数の令和元年度の実績は、平成

30年度に続き、平成 29年度より増加しています。さらなる耐震化促進のため、

耐震関係補助制度等の認知度を高めることや、できるだけ多くの方に耐震診断

結果が基準を満たさなかった住宅の改修工事を実施していただく必要がありま

す。

〈家具画定の促進〉

家具固定の普及策について、県政だよりみえ 12月号の特集紙面において、県

民に対して家具固定や住まいの耐震化啓発を行いました。今後も引き続き、県民

への啓発に取り組んでいく必要があります。

〈防災啓発の推進〉

防災啓発については、マスメディアを活用した防災関連の情報発信を行うと

ともに、みえの防災大賞による表彰や防災講話、出前トークを積極的に実施しま

した。また、令和元年は伊勢湾台風60年、昭和東南海地震 75年にあたるため、

「伊勢湾台風 60年の集しいみえJや「昭和東南海地震 75年（みえ地震対策の

日）シンポジウム」等のシンポジウムを開催しました。
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また、地震体験車による啓発、パンフレツト等を活用した啓発などを各地域・

企業・学校等において積極的に行いました。さらに過去の災害記録や防災活動記

録を掲載している「みえ防災・減災 アーカイブJでは、伊勢湾台風被災地の動

画を新たにデータベース登録し、公開しました。今後も県民の防災‘減災に関すー

る情報等の理解の促進を図るため、様々な手段を組み合わせて効果的な啓発を

行う必要があります。

〈防災人材の育成・活動支援〉

みえ防災・減災センターの研修で育成した防災人材が、市町や地域の防災活動

の場で活躍できるよう設けた「みえ防災人材バンクJでは、 500名の登録（令和

元年度末現在）があり、 24件の地域等における防災直減災活動の支援、協力に

ついて、延べ 237名の派遣を行いました。しかし、新型コロナウイルスの影響に

より、第4四半期の支援件数は 1件のみとなりました。

くみえ防災コーディネーターの養成〉

みえ防災コーディネーターの養成では、女性視点での活動が活発となるよう、

女性を中心に募集を行い、 73名〈うち女性 24名）を新たにみえ防災コーテ、ィネ

ーターに認定し、みえ防災塾では 13名（うち女性4名）が卒塾しました。また、

女性を中心とした専門職防災研修については、；専門職種別に講座を実施し、医

療・看護、保健凶福祉・介護の分野で 27名（うち女性22名）が修了するととも

に、職種間で、の交流を促進しました。全体的に女性防災人材が増加傾向でありま

すが、引き続き、女性を中心とした人材育成に継続的に取り組み、県内に多くの

女性防災人材を輩出していくことが必要です。

〈消防団と自主防災組織の連携〉

地域防災力の中核を担う消防団と自主防災組織の連携と充実強化を図るため、

取組事例を豊富に含む「手引書jを「地域防災課題解決プロジェクトJの中で作

成しました。また消防団との連携に取り組むことのできる人材育成を目的とし

た自主防災組織リーダー研修を行いました。また、「南海トラフ地震臨時情報J

等に対応するため、「自主防災組織リーダーハンドブック」の改訂に向けて、検

討を進めました。今後も、個々の防災人材の育成・活用に加え、地域防災の要と

なる消防団や自主防災組織の機能強化と相互の連携を強化するため、的確に事

業を推進していく必要があります。さらに、市町及び三重県消防協会と連携して

消防団の活性化に取り組んでいく必要がありますo.

〈消防団の確保と活性化〉

消防団員の確保と消防団の活性化を図るため、県内各市町の消防団員で構成

される三重県消防協会が実施する消防団員確保や消防団活性化に係る事業に対

10 



し補助金を交付するとともに、令和2年2月に市町及び三重県消防協会と連携

して「消防団員入団促進キャンペーンJに取り組みました。また、消防団への理

解を促進し、地域防災力の充実強化につなげるため、消防団員及びその家族に特

典やサービスを提供する「みえ消防団応援の店制度jの円滑な運営に三重県消防

協会と連携して取り組みました。

〈企業防災の推進〉

みえ防災・減災センターの「みえ企業等防災ネットワークjと連携して、企業

等のBc P作成や防災人材の育成など企業防災の取組を支援するほか、みえ防

災・減災センターの企業防災アドバイザーによる相談を行いました。一方、第4

四半期においては、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、予定してい

た研修が中止になるなどの影響がありました。

地域、企業等との連携を深め、職場における防災活動を促進することで、地域

の防災力向上を図るとともに、災害発生後の迅速で的確な復旧、復興のため、引

き続き、企業防災の取組を進める必要があります。

〈学校防災の推進〉

学校防災に関しては、小学 1年生、 4年

生、中学 1年生及び高校 1年生に防災ノー

トを配付し、防災教育を実施しました。教職

員を対象とした研修については、学校防災

リーダ一等教職員を対象に、みえ防災・減災

センターと連携して、講義形式による研修

を県内4会場で、体験型防災学習の実践研

修を県内 5会場で実施じました。今後は、学
防災ノート

校における防災教育・防災対策をより一層推進していく必要があります。

（令和2年度の取組方向）

住宅の耐震化では、市町による戸別訪問の業務委託等の取組を促進すること

や、防災教育等を実施するとともにイ県民の関心に沿ったチラシを活用し、訪問

時の説明を工夫することで、県民の意識向上につなげます。また、耐震診断実施

済の建築物の所有者に対しては、耐震改修設計や改修工事に向けた相談会や、休

日・夜間の訪問により直接的な働きかけを継続します。さらに、耐震性のない空

き家の除却に関しては、予算を有効活用しながら、県民や市町のニーズに対応し

ます。

家具類の固定については、経済的負担が少なく、かつ比較的短時間で対策を講

じることができる、有効な減災対策であることから、防災啓発車で、の啓発時等に

11 
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おいて、住宅の耐震化や家具固定について啓発を行います。

防災啓発については、新型コロナウ

イルス感染症拡大防止対策のため叫令

和元年度の第4四半期の啓発活動な

どにおいて、多くの人が集まる研修な

どが開催できなかったことをふまえ、

国の動向等にも注視しながら、状況に

応じ適切に対応をします。また、自主

的な防災活動を行っている団体につ

いて、その活動内容を表彰し、周知を み之厳死犬賞表彰式

図るため、みえの防災大賞表彰式を開催します。さらに、みえ出前トーク等によ

る防災講話では、防災意識の向上や防災行動の促進につなげるため、自主防災活

動や個人備蓄の促進、地震被害想定調査の結果などを引き続き周知・啓発します。

「みえ防災・減災 アーカイブJについて、引き続きコンテンツの充実に図ると

ともに、機会をとらえて活用していきます。

みえ防災隠滅災センターが女性防災人材の育成を継続して進めるとともに、

「みえ防災人材バンクJをより一層活用して、女性の視点を防災に取り入れてい

きます。また、自主防災組織リーダーづくりについても、自主防災組織リーダー

研修において防災に関する基礎知識や組織運営をはじめ、消防団との連携に必

要な知識の習得など、カリキュラムの充実を図ります。

消防団員数の減少、被雇用者割合の増加、消防団員平均年齢の上昇等の課題に

対応し、消防団の活性化を促進するため、市町及び三重県消防協会と連携して、

「消防団員入団促進キャンペ？ンjや「みえ消防団応援の店制度」の運用などに

取り組んでいきます。

企業の防災力向上に向けて、みえ防災・減災センターの企業防災に関するアド

バイザ一機能の活用や「みえ企業等防災ネットワークjによる企業間の連携促進、

企業内研修の支援のほか吋企業のBc P作成や防災人材の育成を支援します。

防災ノートを活用した学習がより効果的に実施されるよう、学校の意見に基

づく内容の見直しゃ教職員向けの活用方法の周知等を図るとともに、みえ防災・

減災センタ一等と連携して、学校防災リーダ一等教職員を対象とした研修を実

施していきます。
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施策項目 2 安全な避難空間の確保のための対策

〈令和元年度の取組結果【成果】と今後の課題）

〈避難計画の作成支援〉

津波避難に関する三重県モデルに基づく「Myまっぷ

ランJや津波避難にかかる「地区防災計画j作成などの

住民主体の防災対策について、市町や地域防災総合事務

所・地域活性化局、県防災技術指導員による支援のほか、

みえ防災人材バンクの登録者の参画を得ることで、 3市

町 12地区で取組が行われました。これらの取組がさら

に広がるよう、地域に応じた支援を進める必要がありま

す。 描Yまっぷラン避難計画

〈共助の活性化の推進〉

防災・減災対策の中で進捗に課題が見られる「共助」の取組の活性化を図るた

め、県、市町、みえ防災・減災センターが連携して「避難行動要支援者の支援体

制の構築j等をテーマに「地域防災課題解決プロジェク卜jの取組により手引書

を作成しました。研修会で手引書による「共助Jの展開を促すとともに、手引書

を用いた地区での展開を支援する必要があります。

〈福祉避難所の確保〉

福祉避難所の取組については、県内市町に福祉避難所の確保について働きか

けを行うとともに災害時福祉支援リーダーの養成、福祉避難所運営マニュアル

作成の支援を行いました。今後も福祉避難所の確保や運営が円滑に進むよう、取

組を続けていく必要があります。

〈観光防災の展開〉

観光事業者及び観光関係団体等を主な対象に、外国人旅行者向けの情報提供

方法を含め、避難マップ・避難マニュアル作成の講義やワーグショップ、 BCP 

作成に向けた講義を行いました。県内観光地の防災・滅災対策を一層促進するた

め、円滑な避難行動等のための課題検討を続ける必要があります。
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（令和2年度の取組方向）ー

地域の防災人材や市町職員と連携

し、津波避難に関する三重県モデル

に基づく rMyまっぷランjに加え、

デジタルマップで自然災害リスクの

確認や避難経路作成が可能となる

rM yまっぷラン＋（プラス）Jを活
用し、個人の避難計画の策定から地

区防災計画の策定までを支援するこ

となどにより、地域の防災力の向上

を図ります。また、避難所における
HUB l避難所運営ゲーム〉の稜子

新型コロナウイルスなどの感染症対策の強化に向けて、市町の「避難所運営マニ

ュアルJの策定をはじめ、避難所での感染拡大防止の取組を支援します。

「地域防災課題解決プロジェクトjの取組として、研修会で手引書による「共

助Jの展開を促すとともに、手引書を用いた地区での展開を支援していきます。

福祉避難所の取組について、災害時福祉支援リーダー養成講座を実施し、災

害時に福祉避難所の運営を指揮する人材の確保・育成を行い、福祉避難所運営

マニュアルの作成についても支援していきます。

県内観光地の防災・減災対策を一層促進するため、ペ市町ょ観光事業者、観光

関係団体の職員等を対象に、知識の習得を促すとともに、地域の課題解決に必

要な人材の育成や課題検討の場の設置、宿泊施設等のBc P作成支援を行いま

す。
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施策項目 3 災害に強いまちづくりを推進するための対策

（令和元年度の取組結果【成果】と今後の課題）

〈学校の耐震対策〉

県立学校の屋内運動場等の天井等落下防止対策について、 18校 39棟で対策工

事を実施し、すべての屋内運動場等の対策を完了しました。今後は、引き続き非

構造部材の耐震対策に取り組んでいく必要があります。 a

屋内運動場等の天井等落下防止対策が必要な私立学校を設置する学校法人に

対して、耐震対策を促した結果、高等学校1校の屋内運動場等の天井等落下防止

対策を実施しました。引き続き、耐震対策を促す必要があります。

〈河川の洪水対策〉

洪水被害の防止・軽減を図るため、目標を上回る約 12万dの堆積土砂を撤去

し、河J11・ダム施設に関しても良好な状態に保つため、年1田の定期点検を実施

しました。また、避難に関する情報提供に

ついては、県管理の水位周知河川で、ある全

38河川の浸水想定区域図の完成後も引き

続きリスクが高い河川の作図を推進し、累

計 109河川の浸水想定区域図を作成しま

した。さらに過去に越水被害が発生する

等、重要度が高い河川を対象に危機管理型

水位計を 91箇所設置し、 1年前倒しで211

箇所の設置が完了しました。

〈津波・高潮対策〉
堤防決壊等の啓発の様子

津波・高潮による被害を軽減するため、防護機能の向上が必要な海岸保全施設

について、耐震化や嵩上げ等の改良、人工リーフの設置等の対策を 15地区海岸、

約 1.7 k mで、完了しました。また、農地海岸についても 2地区（延長し＝107m、

施設改修）、漁港海岸4地区（し＝＝179m）において堤防の改修等を進めました。

さらに、伊勢湾沿岸については市町が作成する高潮ハザードマップの基礎資料

となる高潮浸水想定区域図の作成が概ね完了しました。
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〈土砂災害対策〉

土砂災害対策の推進については、土砂

災害防止施設の整備を進めた結果、整備

着手箇所数（累計）が 924箇所となりま

した。また、土砂災害警戒区域の指定率

は 87%に達しました。平成 30年7月の

西日本豪雨では、土砂災害警戒区域の指

定について、あらかじめ危険性を把握す

る手段として重要性が再認識されたこ

とから、本県でも令和3年中の指定完了

4司

に向けて取り組む必要があります。この 李成23~9JJの診屈によ石被害f芸者府美彦J

ほか、下流に人家等があり、地震や集中豪雨により決壊した場合に被害を及ぼす

おそれのある農業用ため池の堤体工事が 1地区で完了し、耐震対策等について

1箇所で着手しました。

〈農地 m 森林の防災対策〉

農地・森林の防災対策については、老朽化が著しく、災害発生時に農地や一般

公共施設に被害を及ぼすおそれのある排水機場2箇所において、対策工事を完

了しました。また、山腹崩壊や土砂流出等の山地災害を防止するため、治山ダム

や土留工の整備による山地災害危険地対策を実施し、治山施設整備に着手した

山地災害危険地区数は累計 2,187箇所となりました。さらに、災害緩衝機能を

発揮する森林づくり等に取り組み、対策実施箇所数は累計 181箇所となりまし

た。近年、森林の手入れ不足や、台風や豪雨による影響により荒廃森林が増加し

ており、緩衝効果を発揮する森林の整備等の事業の必要性が高まっています。

（令和2年度の取組方向）

県立学校施設における安全性を維持するため、「三重県立学校施設長寿命化実

施計画（令和2年3月策定）J rこ基づき計画的に外壁等の老朽化対策を進めます。

また、私立学校の屋内運動場等の天井等落下防止対策について、学校法人に対し

t耐震対策を促すとともに、耐震対策に取り組む学校法人への支援を行います。

未だ、河川堆積土砂撤去が必要な河川が多く残っていることから、市町管理区

間を含めた河川全体の情報共有を行い、関係市町と優先度を検討しながら、連携

して河川堆積土砂の撤去を進めます。その際には新たに創設された「緊急没深推

進事業j により更なる加速を図ります。また、浸水リスクが高い 20河川におい

て、想定し得る最大規模の降雨を対象とした浸水想定区域図を作成します。さら

に、危機管理水位計については、市町から追加要望があった場合、必要な箇所に

追加設置を進め、避難行動の参考となる水位の設定を行います。
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海岸保全施設については、各事業の早期完成に向け効果的・効率的に事業を進

めます。また、伊勢湾沿岸の高潮浸水想定区域図を公表し、高潮特別警戒水位の

設定に向け、市町と引き続き調整していきます。

海岸保全施設や堤防について、事業実施箇所や工法等を精査し、効果的・効率

的！こ事業を進めますo また、伊勢湾岸を対象に高潮浸水想定区域図の作成が完了

しましたので、高潮浸水想定区域図の公表及び高潮特別警戒水位の設定に向け、

市町と協議しながら引き続き業務を進めます。

土砂災害防止施設は新たに 5箇所事業着手するとともに、土砂災害警戒区域

の指定については、令和3年中の完了を目指して進めるとともに、地形改変など

で再調査が必要になった箇所について、 2巡回の基礎調査に取り組みます。また、

農業用ため池についても引き続き、耐震対策及び老朽化対策に取り組みます。

基幹的農業水利施設の耐震対策及び長寿命化を継続中の箇所につ、いては、早

期完成に向け計画的な整備を進めます。また、新規事業着手に向け、関係機関

と連携を図り進めていきます。さらに、森林の手入れ不足等により荒廃森林が増

加していることから、引き続き災害緩衝機能を発揮する森林づくりや治山施設

等に異常に堆積した土砂や流木の除去等に取り組みます。
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施策項目 4 緊急輸送の確保

（令和元年度の取組結果【成果】と今後の課題）

〈高規格幹線道路の整備促進〉

高規格幹線道路の整備促進では、新名神高速道路において亀山西 JCTで名古

屋方面と伊勢方面を結ぶランプウェイが完成しました。また、東海環状自動車道

の三重質岐阜県境問（北勢 IC C仮称）～養老 IC間）の開通見通しが令和8年

度と示されたことにより、東海環状自動車道の全線で開通の見通しとなりま L

た。さらに、近畿自動車道紀勢線についで、熊野尾鷲道路（II期）の尾鷲北 ic 
から尾鷲南 IC聞の開通見通しが令和3年夏頃と示されるとともに、未事業化区

間となっていた熊野市から紀宝町聞が「紀宝熊野道路jとして令和元年度に新規

事業化されましたふまた、「熊野道路J.「新宮紀宝道路Jでは、「近畿道紀勢線プ

ロジェクトチームJにより用地取得を円滑に進めました。今後も、東海環状自動

車道や近畿自動車道紀勢線の全線開通に向け、国土交通省などへ事業の早期整

備を訴える活動を実施し、強力に進めていく必要があります。

〈緊急輸送道路の整備・修繕〉

緊急輸送道路に指定されている県管理道路の計画的な整備や修繕については、

対象橋梁 1,307橋のうち、 523橋の点検を実施しました。また、緊急輸送道路に

指定されている県管理道路上の橋梁の計画的な整備や修繕を進め、災害発生時

に輸送機能を確保することが必要です。

（令和2年度の取組方向）

東海環状自動車道元近畿自動車道紀勢線の早期整備に向けて、関係機関と協力

し要望活動等を実施していきます。

緊急輸送道路に指定されでいる県管理道路の計画一的な整備や修繕を進めるた

め、緊急輸送道路上の橋梁点検を実施します。
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施策項目5 防災体制の整備・強化

（令和元年度の取組結果【成果】と今後の課題）

〈三重県防災対策推進条例と職員防災人材育成〉

平成 21年3月の制定から 10年を経過し、この間に発生した東日本大震災や

紀伊半島大水害等をふまえた対策や、 ICTの進展に伴う新しい社会

(Society5. O）への対応及び事前復興の考え方（SDGs）といった今後の方向

性を反映させるため、「三重県防災対策推進条例Jを令和2年3月！こ改正しまし

た。また、災害発生時等に、職員が防災対策において責務を最大限に果たすため、

中長期的に人材育成を図ることを目的に、「三重県職員防災人材育成指針Jを令

和2年3月に策定しました。

(DONE Tの展開〉

国立研究開発法人海洋研究開発機構が開発・整備した、南海トラフ地震を海

底で即時検知する DONE Tを活用したシステムを整備して、伊勢志摩地域に

おける津波予測・伝達システムの運用を行いました。また、伊勢志摩を含む県南

部地域9市町に津波予測情報等を提供するため、気象業務法に基づく津波予報

業務の許可を得て、令和2年3月から運用を開始しました。今後は、伊勢湾岸地

域への導入に向けた取組を進める必要があります。

〈災害現場での Ic T活用事例の検討〉

みえ防災・減災セシターにおける市町等の防災担当職員を対象とした地域防

災研究会において、「基礎自治体における地図による情報共有や集約方法j等に

関する話題提供や事例紹介、ワークショップを行いました。

〈災害拠点病院等｛こおける業務継続計画（BCP）の策定促進〉

災害時に必要な医療が提供できるよう、 Bc Pの考え方に基づく病院災害対

応マニュアル（病院BC P）の整備を促進するため、整備指針の策定及びBCP 
整備研修会を開催し、 49施設で病院Bc Pが整備されました。

〈受援計画の策定支援〉

三重県が被災した際には、市町においてボランティ 7や支援物資にかかる受

援体制を整える必要があるため、「三重県市町受援計直j策定手引書」を参考に、

各市町は受援計画の策定を進めており、令和元年度末の支援物資にかかる受援

計画策定数は7市町（累計）になりました。引き続き、受援体制の整備に向けて、

市町の受援計画の策定を促すとともに、被災地における具体例の情報共有を実

施するなど、さらに支援する必要があります。
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（令和2年度の取組方向）

「三重県防災対策推進条例jについて、パンフレット等により県民や自主防

災組織、事業者、市町等に条例改正内容の周知を図っていきます。また、「三重

県職員防災人材育成指針jをふまえて策定した「令和2年度三重県職員防災人材

育成計画Jに基づ、き研修を実施するとともに、標準教材を作成します。－

南海トラフ地震による津波の早期の予測・伝達に向けて、 rooNE Tを活用

した津波予測・伝達システムjを県南部地域で運用するとともに、伊勢湾岸地域

への導入について 関係市町と調整しながら進めます。

みえ防災・減災センターでの市町等を対象とした研修会や研究会などにおい

て、県と市町との意見交換等を行う場を設け、災害対策業務への ICT技術の活

用事例の検討‘を行います。

BC Pの考え方に基づく病院災害対応マニュアル整備指針を活用した地域別

研修会を開催することにより、病院の病院BC.P整備を支援します。

市町ニーズをふまえた受援計画策定支援の研修会等を開催し、各市町におけ

る受援計画の早期策定を促進していきます。
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施策項目 6 特定自然災害への備え

（令和元年度の取組結果【成果】と今後の課題）

〈防災情報プラットフオームの活用促進〉

風水害に備え、気象情報や災害情報等をホームページやメール配信等により

提供するとともに、防災情報システムを活用 Lた災害対策本部の運営を行いま

した。また、台風接近時には、気象台とも連携しながら SNS （ツィッタ一、 L

I NE）でのわかりやすい表現による情報発信に努めた結果、県民による情報の

拡散も生まれ、県民への情報提供が進みました。

また、防災情報システムと国の SI P 4 D. （基盤的防災情報流通ネットワー

ク）との間でデータのやり取りが可能となるように、避難所等のデータを出力す

る機能を追加しました。

引き続き、それぞれの情報ツールの特色を生かし、内容の充実や機能の改善

を図るほか、よりわかりやすい情報提供に努め、多くの県民！こ情報が届くよう、

普及啓発を図る必要があります。

（令和2年度の取組方向）

防災情報プラットフオームについて、必要なシステム改修を行うとともに、

県民によりわかりやすい防災情報の提供及び災害対策本部での活用を図ります。

また「防災に関する県民意識調査」において、「防災みえ jpJから防災情報を入

手している県民の割合が24.5%であったため、より多くの県民に「防災みえ jpJ 

を利用してもらうため、各種会議やイベント等で積極的に「防災みえ jpj のチ

ラシを配布し、「防災みえ jpJのPRに努めます。
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施策の柱H発災前の直前対策および発災後対策
大規模災害発生時には、膨大な量の災害対応業務が発生する一方で、職員など

の災害に対応で、きる資源は限られることから、これらの資源を有効に活用して

災害対応業務にあたる必要があります。

このため、災害対策本部をはじめとする災害対応業務を遂行するための体制

の整備を進めます。

また、台風などの発災までに時間的余裕のある風水害については、タイムライ

ンの活用など発災前の直前対策の充実を図ります。

施策項目 7 災害対策本部機能の確保

（令和元年度の取組結果【成果】と今後の課題）

〈タイムラインを活用した災害対策活動の推進〉

本県に接近 R 上陸する台風にあわせて、台風接近前にタイムラインを 7回発

動し、各行動項目に即して、抜け・漏れ・落ちのない対策を講じました。

県災害対策本部における災害対応力を一層強化していくために、県地方災害

対策部が使用する地方部タイムラインの本格運用を全ての地方部で開始しまし

た。また、市町と連携して災害対策を行うため、関係機関の参画のもと、市町タ

イムライン基本モデルを市町へと展開した結果、令和元年度末のタイムライン

策定市町は 18市町となりました。

〈防災訓練による災害対応力の向上〉

防災訓練について、令和元年度は実動

訓練を2回、図上訓練を 11回実施しまし

た。実動訓練としては、 9月に木曽岬町ほ

かで「伊勢湾台風 60年防災訓練Jを、ま

た10月に松阪市をメイン会場として「近

畿府県合同防災訓練（三重県総合防災訓

練）Jを実施しました。

一方、図上訓練としては、総括部隊毘備

要員訓練を 1回（4月）、機能別訓練（統

括部）を 1回（10月）、地方災害対策部 ダ努湾6厨 60~主政必威厳貯の議反

訓練を9回の計 11回実施しました。なお、総合図上訓練（8月〉は、大雨警報

発表により災害対策本部が警戒体制に入ったため、中止となりました。各訓練で

発生した反省事項の確実な改善を行うとともに、全県及び関係機関が一体とな

った組織的な対策を実施できる対応能力の向上が必要です。
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〈広域応援体制の充実強化〉

本県で 10月に開催した緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練においては、受

援県として多くの関係機関と協力し、図上訓練や実動訓練を行い、連携を図るこ

とができました。今後も、ブロック単位で実施される訓練を通じ、他府県消防部

隊や県内消防本部との連携体制及び救助等に関連する機関等の連携体制を強化

していく必要があります。

〈南海トラフ臨時情報への対応〉

「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」の変更に伴い、南海トラフ地震臨

時情報発表における、県、市町、関係機関等の防災対応の方向性を三重県地域防

災計画に追加しました。なお、大規模地震対策特別措置法の見直しにともなう地

震災害警戒本部の検討については、法改正等は行われなかったことから地震災

害警戒本部の見直しは行いませんでした。

〈防災関係機関との連携強化〉

防災関係機関との連携を強化するため、自衛隊との連絡会議を 2月に開催し、

大規模震災の対応及び訓練成果と連携強化に関する意見交換を実施しました。

また、海上保安庁とは、 7月に第四管区海上保安本部と意見交換会を実施しまし

た。今後も自衛隊や海上保安庁といった防災関係機関との連携強化を図る必要

があります。

〈災害救助法等の研修の推進〉

災害救助法の概要や災害救助法・被災者生活再建支援法における当該年度の

変更点を市町担当者に説明する「市町担当者会議jを実施し、災害発生時におけ

る県・市町関係職員の対応力向上を図る取組を進めました。

（令和2年度の取組方向）

災害対策本部の機能・態勢の確保・強化のため、三重県版タイムラインを運用

し、台風接近時の適切な災害対策活動を実施するとともによ住民の適切な避難行

動につなげるため、全市町においてタイムラインが策定されるよう、引き続き支

援を進めます。また、図上訓練を活用し、実践的対応能力のさらなる向上を図る

とともに、マニュアルの検証や見直しを進めます。さらに、実動訓練においては、

住民参加、関係機関等の連携強化を進めるとともに、地域の課題や特性をふまえ

た、より実践的な防災訓練を実施します。

大規模災害時の応急体制の充実を図っていく必要があるため、自衛隊や海上

保安庁などの関係機関との連携強化を進めます。また、災害救助法の円滑な実施

にあたり、県や市町関係職員が適切に対応できるよう継続して研修会を実施し

ていきます。
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施策項目 8 緊急輸送機能の確保及び社会基盤施設等の応急復旧

（令和元年度の取組結果【成果】と今後の課題）

〈輸送機能の確保〉

災害発生時に被災者救助や物資輸送等の災害対策活動を迅速かつ効果的に実

施するため、緊急輸送道路等の確保を目的として令和元年 11月に道路啓開訓練

を実施しました。

〈港湾機能継続計画（BCP))

港湾については、港湾機能継続計画（以下「港湾Bc p J）の改訂を行うとと

もに、港湾Bc Pに基づく情報伝達訓練を実施しまじた。また、災害や港湾物流

の最新動向等の情報に基づき、港湾Bc Pを継続的に見直し、改善により実効性

の高い計画に更新していく必要があります。

〈水害対応タイムラインの作成圃活用〉

洪水時の河川氾濫による被害を最小限とするため、関係機関が適時的確な行

動をとれるよう水位周知河川を対象に「水害対応タイムラインj を38河川全て

で作成しました。

〈ヘリコプターの活用〉

大規模災害を想定した「伊勢湾台風 60

年防災訓練j、「ヘリによる情報伝達訓練J

において、ヘリコプターテレビ映像伝送シ

ステムと国のSIP4D（基盤的防災情報

流通ネνトワーク）との閣でデータのやり

取りが可能となるように、避難所等のデー

タを出力する機能を追加しました。システ

ムを活用した画像情報の収集同伝達訓練を

実施するとともに、機上及び地上設備の点 諸原厳の厳死ヘグコプター

検整備を実施しました。また、実災害時に、迅速かっ的確な画像情報の収集・伝

達ができるよう練度の向上を図るとともに、有事の際に活用できるようヘリコ

プターテレビ映像伝送システムの機能を維持・管理する必要があります。

24 
I 



（令和2年度の取組方向）

訓練で明らかになった課題を改善して、発災時における実行要領の検討や連

絡体制の整備、情報伝達訓練の実施などを進め、応急体制の強化につなげていき

ます。

港湾Bc Pの実効性を高めるため、各港Bc Pに基づく情報伝達訓練を実施

します。

「水害対応タイムラインjについて一実際の水防活動や洪水対応演習等におい

て活用し、その結果をふまえ必要に応じて見直します。

大規模災害発生時に即応できるよう、各種合同訓練に積極的に参加して反復・

継続した訓練を実施するとともに、機上及び地上設備の適切な点検整備を実施

するなど、ヘリコプターテレビ映像伝送システムの維持管理を行います。
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施策項目 9 救助・救急及び医療・救護活動

（令和元年度の取組結果【成果】と今後の課題）

〈災害医療体制の整備〉

災害医療に精通した人材の育成を進めるため、地域別の災害医療コーディネ

ーター研修や災害看護研修を実施しました。また、地域における災害医療ネット

ワークの連携を強化するため、地域の災害医療体制の整備について検討・協議を

行うとともに、訓練・研修を実施しました。

引き続き、より効果的な災害医療コーディネート体制を構築する必要があり

ます。

（令和2年度の取組方向）

災害医療を支える人材育成を進めるため、災害医療コーディネーター研修を

充実するとともに小児・局産期分野のコーディネート体制の強化を図っていき

ます。また、地域災害医療対策協議会等に－おける協議や研修・訓練を通じて、地

域における災害医療体制の強化につなげていきます。
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施策項目 10 避難及び被災者支援等の活動

（令和元年度の取組結果【成果】と今後の課題）

〈海抜ゼロメートル地帯等における広域避難体制の検討〉

海抜ゼロメートル地帯等における広域避難については、桑員2市2町と連携

し、「伊勢湾台風 60年防災訓練」を実施しました。また、令和2年2月には、東

海ネーデルランド高潮・洪水地域協議会に桑員地域防災対策会議への参画を求

め、タイムラインや広域避難のトリガ一等について意見交換を行いました。今後

も、関係市町の避難計画と整合を図りながら、具体的な広域避難計画の検討を進

める必要があります。また、各県の広域避難に係る取組と整合を図りながら、具

体的な検討を進める必要があります。

〈観光客への対応を想定した訓練〉

観光客への対応を想定した訓練の実施については、県、市町、観光事業者、観

光関係団体等とともに、外国人を含め、観光客が災害発生時に適切な行動をとれ

るよう、 2箇所で避難訓練を実施しました。引き続き観光客への対応を想定し

た訓練の実施を通して、市町、観光事業者、観光関係団体等が、観光客を円滑に

誘導できる体制をつくる必要があります。

〈防災に関する学校と家庭・地域との連携の推進〉

学校防災アドバイザーの派遣やみえ防災・減災センターの防災人材バンクの

活用等により、保護者－地域住民等と合同での体験型防災学習や合同避難訓練な

ど、学校が家庭や地域と連携して実施する防災の取組を支援しました。この取組

を進めるため、より多くの学校において家庭や地域と連携した防災の取組が実

施されるよう、支援プログラムの充実・改善や、一度も支援を活用していない学

校に対する支援方法等について、検討を行う必要があります。

〈災害時支援活動団－体への支援〉

ボランティアの支援で、は災害時の支援活動に意欲と能力がある Np Oと事前

に協定を締結し、迅速に被災者を支援する体制を拡充する必要があり、現在2団

体と協定を締結しています。今後も様々な分野で専門的な中間支援活動を行う

NP Oの発掘に努め、高い専門性やノウハウを有したNp Oに災害時の活動を

支援する仕組みへの参画を促していく必要があります。
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（令和2年度の取組方向）

桑員2市2町と桑名地域防災総合事務所で構成する桑員地域防災対策会議に

おいて、広域避難の具体的な検討を行うとともに、広域避難タイムラインの策定

に向けて取組を進めます。また、今後も定期的に東海ネーデルランド高潮 a 洪水

地域協議会との意見交換の場も設けていきます。

観光客が災害発生時に適切な避難行動がとれるよう、県、市町、観光事業者、

観光関係団体等と連携し、観光客への対応を想定した訓練を実施します。

学校防災アドバイザーの派遣やみえ防災・減災センターの防災人材バンクの

活用等により、引き続き、学校が家庭や地域と連携して実施する防災の取組を支

援します。

大規模災害発生時に備え、被災者の多様なニーズに速やかに対応できるよう、

様々な分野で活躍する高い専門性を有する Np Oを発掘・育成するとともに、協

定を締結し、連携強化を図ります。
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施策項目 l1 救援物資等の供給

（令和元年度の取組結果【成果】と今後の課題）

〈応急給水活動〉

市町水道事業者の応急給水活動の連絡体制強化を図るため、大規模災害時を

想定した、三重県水道災害広域応援協定に基づ、く応援要請等の情報伝達を南勢

志摩地域の4市7町で実施しました。また、市町の資機材保有状況等について照

会をかけ、当協定に基づく実施要領の更新を行いました。

大規模地震や風水害等の発生時における水道の応急給水活動が迅速かつ円滑

に実施できるように、市町と定期的！こ情報伝達訓練を実施する必要があります。

（令和2年度の取組方向）

災害時に応急給水活動が迅速かつ円滑に実施で、きるよう県内市町と防災行政

無線等を使用した情報伝達訓練を実施します。

また、市町の応急給水体制（給水拠点、確保できる水量、保有する資機材等）

について、定期的に市町と情報共有を図ります。
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施策項目 12 特定自然災害対策

（令和元年度の取組結果【成果】と今後の課題）

〈防災情報プラットフオームの運用〉

防災情報プラットフオームの運用では、県地方部、市町及び報道機関が参加し

て行われた Lアラート全国合同訓練において、避難情報の発令や避難所の開設

などの機能を活用した訓練を実施しました。

また、災害対策本部設置時に、災害対策本部の設置圃廃止、避難所の開設・廃

止h 警戒レベル（避難準備情報‘避難勧告・避難指示）の発令・解除及び被害集

計をしアラートに発信するごとにより、県民に避難に関する情報等の提供を行

いました。

防災情報プラットフオームやしアラートを活用し、迅速かつ的確に災害対策

活動を実施できるよう、定期的に訓練を実施する必要があります。

（令和2年度の取組方向）

Lアラート全国合同訓練や図上訓練等、大規模な訓練時には、防災情報プラ

ットフオームを活用した訓練を実施します。

ノ
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施策項目 13 復旧に向けた対策

（令和元年度の取組結果【成果】と今後の課題）

〈災害廃棄物処理計画の実効性〉

災害廃棄物処理計画の実効性を向上させるため、県と応援協定を締結してい

る市町、民間事業者団体等で豪雨災害により発生した災害廃棄物の処理に係る

訓練（図上演習）を実施しました。災害対応能力の維持向上を図るため、引き続

き、災害廃棄物処理を担う人材育成に取り組む必要があります。

〈被災建築物応急危険度判定士”被災宅地危険度判定士の養成〉

被災建築物応急危険度判定士の養成については、被災建築物応急危険度判定

士養成講習会を令和2年2月に開催し、新たに 112名を養成し登録しました。

また、期限切れとなる更新対象者に対し、更新登録の働きかけを行いました。そ

の結果、三重県全体の登録者は 1,859名に増加しました。応急危険度判定活動

を実施するためには、－一定数の登録者の確保が必要であり、引き続き新規登録者

d の確保と更新率の向上に向けて取り組む必要があります。

被災宅地危険度判定士の養成については、新たに 112名を被災宅地危険度半IJ ex__ 

定士として登録するとともに、期限切れとなる更新対象者に対して更新登録の

働きかけを行った結果、三重県全体の登録者は 1,090名に増加しました。被災

宅地危険度判定士の登録数が少ない市町では、大規模災害時の活動が懸念され

るため、これらの市町においては特に強く登録を働き掛ける必要があります。

（令和2年度の取組方向）

災害廃棄物処理計画が災害時に有効に機能するよう、引き続き研修や図上訓

練を通じて、県及び市町等の災害対応能力の向上を図ります。

建築技術者関係団体の協力を得ながら、市町職員や建築士等の有資格者に対

し判定士の必要性を啓発するとともに、新規建築士免許取得者等を対象とした

判定士養成講習会を開催する等、必要数の維持を図ります。

被災宅地危険度判定士の登録者数が減少しないよう、引き続き市町や関係団

体等に判定士の必要性を説明し、登録者数の確保を図ります。
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施策の柱皿復旧 m 復興対策

大規模災害からの復旧を果たすためには、避難生活を送る被災者が、生活する

ための資金や恒久的な住宅を確保し、被災前と同等の生活を取り戻すことが必

要です。

このため、発災後、速やかに被災者の被害を認定し、生活再建に向けた支援を

行うための体制の整備を進めます。

また、県や市町が復興計画を策定し、早期に復興事業に取りかかれるよう、具

体的な復興体制の検討を行います。

施策項目 14 復旧回復興対策

（令和元年度の取組結果【成果】と今後の課題）

〈被災者生活再建支援制度の運用〉

災害時に被災者生活再建支援法への対応や住家被害認定調査が円滑に実施さ

れるよう、市町向けの研修を開催しました。被災した住民の生活支援に直結する

擢災証明書を遅滞なく発行できるよう、被災者生活再建支援制度や住宅被害認

定調査に基づく事前準備を進めておく必要があります。

〈復旧調復興体制の確立〉

市町防災担当職員研修等において、市町と三重県復興指針や都市計画の取組

等を情報共有しました。今後も、みえ防災・減災センターと連携しながら、市町

に対して復旧・復興に関するI情報提供を行っていく必要があります。

（令和2年度の取組方向）

今後も継続的に被災者生活再建支援法や住家被害認定調査に関する研修を行

うことにより 市町を支援していきます。

大規模災害発生後、早期の復興に取り組めるよう、庁内の復興体制の検討を進

めます。また、今後も引き続き、復旧・復興事例や復興に向けて必要となる情報

について市町との共有化を図ります。
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［参考］

＜施策体系＞

※轡印の行動項目は、重点行動項目。

重複する行動項目は（再掲）と表記

I 災害予防・減災対策［施策の柱］

1 自助・共助を育む対策［施策項目］

(1）県民や地域の防災対策の促進［施策小項目］

舗住宅の耐震化の促進

轡家具固定、転倒防止対策の促進

轡防災啓発の推進

0防災啓発モデル素材の作成

観内陸直下型地震にかかる防災啓発の推進

「みえ防災・減災アーカイブ」の活用促進

0三重県総合博物館、三重県立図書館等と連携した防災啓発の実施

0みえの防災大賞の実施

観津波避難にかかる地区防災計画の作成促進

属議「Myまっぷランj の取組の促進

毒事洪水避難にかかる地区防災計画の作成促進

轡迅速な避難に資する情報提供の推進（洪水浸水想定区域図の作成）

轡迅速な避難に資するl情報提供の推進（危機管理型水位計の設置）

構迅速な避難に資する情報提供の推進（高潮浸水想定区域図の作成、潮位

「

情報の提供〕

轡土砂災害にかかる地区防災計画の作成促進

骨土砂災害対策の推進（土砂災害警戒区域の指定）

O市町が取り組む内水ハザードマップの作成支援

(2）防災人材の育成・活用［施策小項目］

事みえ防災‘減災センターによる防災人材等‘リソースの活用

織防災人材の育成・活動支援

骨災害時における障がい者の障がい特性についての理解を促進させる研修

の実施

轡女性防災人材の育成

0防災分野における政策・方針決定過程への女性の参画拡大

O女性消防団員の確保
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0市町、地域、企業等における防災人材の活動支援

0市町職員に対する実践的な研修カリキュラムの提供と実施

(3）自主防災組織・消防団の活動支援及び活性化［施策小項目］

輔自主防災組織に対する活動支援の推進

轡実践的な活動ができる自主防災組織りーダーづくり

O 「自主防災組織リーダーハンドブックJの改訂＼

0みえの防災大賞の実施（再掲）

0自主防災組織の活動状況の把握

轡消防団と自主防災組織の連携強化に向けた実践的な取組の推進

骨地域防災力の中核を担う消防団の充実 1金化（機能別消防団員の確保）

O女性消防団員の確保（再掲）

0消防団員の教育訓練の充実

O消防団の活動支援

0従業員の消防団、自主防災組織等への参加促進

0県防災技術指導員の地域防災活動支援スキルの向上

(4）ボランティア活動の促進（予防対策）［施策小項目］

0災害時外国人住民支援ボランティア人材の育成

(5）企業事業所の防災対策の促進［施策小項目］

0企業防災担当者の人材育成

0事業所等における業務継続計画 CBCP）策定の促進

O企業向け防災対策融資制度の周知

(6）児童生徒等にかかる防災教育・防災対策の推進［施策小項目］

織防災ノート等の活用による防災教育の推進

働学校防災リーダーの養成

働防災に関する学校と家庭 a 地域との連携の促進

母教職員研修の充実

2 安全な避難空間の確保のための対策［施策項目］

(1)避難対策等の推進（予防対策）［施策小項目］

⑮津波避難にかかる地区防災計画の作成促進（再掲）

骨「Myまっぷラン」の取組の促進（再掲）

＠「DONETを活用した津波予測・伝達システムJの整備

骨洪水避難にかかる地区防災計画の作成促進（再掲〉

命迅速な避難に資する情報提供の推進（洪水浸水想定区域図の作成）（再掲）

轡迅速な避難に資する情報提供の推進（危機管理型水位計の設置rc再掲）
毎迅速な避難に資する情報提供の推進（高潮浸水想定区域図の作成、潮位
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情報の提供）（再掲）

観土砂災害にかかる地区防災計画の作成促進（再掲）

轡土砂災害対策の推進（土砂災害警戒区域の指定）（再掲）

0土砂災害対策の推進（土砂災害警戒避難体制づくりへの支援強化）

O市町が取り組む内水ハザードマップの作成支援（再掲）

轡避難所外避難者対策や要因慮者への配慮、女性の視点等を取り入れた三

重県避難所運営マニュアル策定指針の活用促進

轡避難行動要支援者の個別支援計画作成の促進

轡要毘慮者不IJ用施設における「避難確保計画j作成の促進

轡災害時における障がい者の障がい特性についての理解を促進させる研修

の実施（再掲〉

轡災害時福祉支援リーダーの養成

轡福祉避難所運営マニュアルの作成促進

鞠福祉避難所の確保・周知

O介護保険施設（特別養護老人ホーム・介護老人保健施設）の相互支援協

定の締結促進

O避難所におけるトイレの確保およびトイレ運用方法の確立

鞠観光関係者に向けた観光防災の取組事例の共有

議事観光地の防災対策にかかる人材育成および課題検討の場づくり

O避難所、避難場所等の適正な指定の促進

0発災時における集落の孤立可能性の把握

0緊急輸送道路となっている街路における無電柱化の推進

O防災面で悪影響を及ぼす空き家対策の推進

3 災害に強いまちづくりを推進するための対策［施策項目］

(1)建築物等の防災対策の推進［施策小項目］

舗県立学校の屋内運動場等の天井等落下防止対策の推進

働公立小中学校の屋内運動場等の天井等落下防止対策の促進

O私立学校の屋内運動場等の天井等落下防止対策の促進

0放課後児童クラブにおける耐震対策の促進

0児童福祉施設の耐震化の促進

0多数の者が利用する建築物のうち防災上重要な建築物の耐震化の促進

O建築物の非構造部材等の安全対策の促進

0県庁各職場における書庫や事務機器等の地震対策の実施

(2）公共施設の耐震対策の推進［施策小項目］

轡海岸保全対策の推進（海岸堤防等の整備）
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0港湾施設の防災・減災対策の推進

O防潮扉等の常時閉鎖の促進

0下水道施設の耐震化

(3）水害”高潮防止対策の推進［施策小項目］

轡洪水防止対策の推進（河川島ダムの整備）

轡洪水防止対策の推進（河川堆積土砂の撤去）

轡海岸保全対策の推進（海岸堤防等の整備）（再掲）

轡迅速な避難に資する情報提供の推進（洪水浸水想定区域図の作成〉（再掲）

轡迅速な避難に資する情報提供の推進（危機管理型水位計の設置）（再掲）

構迅速な避難に資する情報提供の推進（高潮浸水想定区域図の作成、潮位

情報の提供）（再掲）

備洪水避難にかかる地区防災計画の作成促進（再掲）

O洪水防止対策の推進（河川・ダム施設の点検）

O河川管理施設の正常な機能確保

0高潮浸水防止対策の推進（海岸・港湾施設の点検）

0市町が取り組む内水ハザードマップの作成支援（再掲）

(4）地盤災害防止対策の推進［施策小項目］

鞠土砂災害防止施設の整備の推進

轡土砂災害にかかる地区防災計画の作成促進（再掲）

轡土砂災害対策の推進（土砂災害警戒区域の指定）（再掲）

O土砂災害対策の推進（砂防施設の点検）

0宅地災害予防対策の促進

轡農業用ため池の決壊を防止する耐震対策

(5）農地・森林・漁村の防災対策の推進［施策小項目］

轡基幹的農業水利施設の耐震対策および長寿命化

0農業集落排水施設の耐震検討および耐震化

観治山対策の推進

0山地災害危険地区の情報提供

轡災害に強い森林づくりの推進

0漁港施設の防災・減災対策の推進

O漁港施設の風水害対策の推進

0漁船の減災対策の促進

0養殖施設の減災対策の促進

(6）危険物施設等の防災対策の推進［施策小項目］

O高圧ガス製造施設等への立入検査・保安検査の徹底

O危険物等施設の安全管理者に対する講習会の実施
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4 緊急輸送の確保［施策項目］

(1)輸送体制の整備［施策小項目］

轡高規格幹線道路の整備促進

轡緊急輸送道路の機能確保

0緊急輸送道路の整備

0道路防災対策の推進

O道路冠水対策の推進

0緊急輸送道路沿いの一定規模以上の建築物の耐震化の促進

O港湾施設の防災・減災対策の推進（再掲）

0鉄道施設の耐震対策の促進

5 防災体制の整備圃強化［施策項目］

(1)災害対策機能の整備及び確保［施策小項目］

O市町における BCP策定の促進

0市町職員に対する実践的な研修カリキュラムの提供と実施（再掲）

O職員の防災対策の推進

0職員の防災研修の実施

0市町、地域、企業等における防災人材の活動支援（再掲）

O災害対策本部代替活動スペースの確保の検討

0地方災害対策部代替施設における必要資機材の検討

O消防職員にかかる教育訓練の充実

0常備消防における消防力の充実強化

(2）情報収集・情報伝達機能の整備及び確保［施策小項目］

轡防災情報プラットフオームの活用促進（操作習熟度の向上〉

轡 ICTを活用した多様な手段による分かりやすい県民等への情報提供

轡「DONETを活用した津波予測・伝達システムJの整備（再掲）

織みえ防災・減災センターを活用した災害現場での ICT活用事例の検討

O防災行政無線設備を操作する無線従事者の養成

0市町の防災行政無線（屋外スピー力一等）の総点検の結果をふまえた改

書長

(3）医療・救護体制及び機能の確保（予防対策）［施策小項目］

轡災害拠点病院等の業務継続体制の強化促進

0病院の耐震化の推進

0有床医療機関のEMISの参加促進

(4）応援・受援体制の整備（予防対策）［施策小項目］
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観支援物資にかかる市町受援体制の整備促進

輔自治体応援職員にかかる市町受援体制の整備促進

骨ボランティアにかかる市町受援体制の整備促進

(5）物資等の備蓄・調達・供給体制の整備（予防対策）［施策小項目］

骨支援物資にかかる市町受援体制の整備促進（再掲）

(6）ライフラインにかかる防災対策の推進［施策小項目］

O水道管路の耐震化推進

0工業用水道管路の耐震化推進

O下水道施設の耐震化（再掲）

(7）防災訓練の実施［施策小項目］

種事県・市町・防災関係機関が連携した実働訓練および県災害対策本部等が

主催する図上訓練

骨防災情報プラットフオームの活用促進（災害対策活動の効率化）

O職員の情報伝達訓練の実施

0災害時の出納業務の対応能力の向上

O市町における図上訓練の実施支援

6 特定自然災害への備え［施策項目］

(1)局地的大雨・竜巻・雪害に備えるための対策（予防対策）［施策小項目］

轡防災啓発の推進（一部再掲）

0防災啓発モデル素材の作成（一部再掲）

轡 ICTを活用した多様な手段による分かりやすい県民等への情報提供

（再掲）

＠洪水避難にかかる地区防災計画の作成促進（再掲）

働迅速な避難に資する情報提供の推進（洪水浸水想定区域図の作成）〈再掲）

噂迅速な避難に資する情報提供の推進（危機管理型水位計の設置〉（再掲）

骨土砂災害にかかる地区防災計画の作成促進（再掲）ー

働土砂災害対策の推進（土砂災害警戒区域の指定）（再掲）

O市町が取り組む内水ハザードマツ亡プの作成支援（再掲）

O道路防災対策の推進（再掲〉

0河川管理施設の正常な機能確保（再掲）
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I 

II 発災前の直前対策および発災後対策［施策の柱1

7 災害対策本部機能の確保［施策項目］

(1)活動態勢の整備［施策小項目］

働市町タイムラインモデルの検討・策定促進

鞠地方部タイムラインの策定

0防災情報プラットフオームの運用

毒事県・市町・防災関係機関が連携した実働訓練および県災害対策本部等が

主催する図上訓練（再掲）

0職員の情報伝達訓練の実施（再掲）

轡大規模地震対策特別措置法の見直しにともなう地震災害警戒本部の検討

O初動警察体制の強化

(2）通信機能の確保［施策小項目］

O災害発生時における非常通信の確保

(3）自衛隊及び海上保安庁への災害派遣要請等［施策小項目］

毒事県と防災関係機関との連携強化

0県警察と防災関係機関の相互連携

(4）災害情報等の収集・伝達及び広報体制の確保と運用［施策小項目］

織防災情報プラットフオームの活用促進（操作習熟度の向上）（再掲）

轡防災情報プラットフオームの活用促進（災害対策活動の効率化.） （再掲）

O防災情報プラットフオームの運用（再掲）

0 「しアラート（公共情報コモンズ）Jの円滑な運用

0ヘリコプターテレビシステムを活用した画像情報の収集！伝達

(5）応援・受援体制の整備（応急対策）［施策小項目］

(6）国爾その他地方公共団体への災害対策要員の派遣要請等［施策小項目］

舗県‘市町・防災関係機関が連携した実働訓練および県災害対策本部等が

主催する図上訓練（再掲）

0近隣府県との連携訓練の実施

。警察災害派遣隊の運用

0消防における広域応援体制の充実強化

0災害時の支援等に関する協定の充実および連携強化

O災害時のボランティア受入体制の整備

(7）災害救助法の適用［施策小項目］

轡災害救助法への対応力向上
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8 緊急輸送機能の確保及び社会基盤施設等の応急復旧［施策項目1
I (1）緊急の交通・輸送機能の確保［施策小項目］

0航路等啓開および港湾施設の応急復旧体制の強化

O道路啓開対策の推進

0鉄道施設の耐震対策の促進（再掲）

(2）水防活動［施策小項目］

0水防体制の充実・強化および水防資材の補給

0洪水時における水防体制の強化（水害対応タイムライン）

O洪水時における水防体制の強化（洪水対応演習）

0水防技術講習会を通じた災害対策用機械の操作技術の習得

(3）ライフライン施設の復旧・保全［施策小項目］

0下水道地震・津波BCPの定着化

(4）公共施設等の復旧・保全

0被災した公共土木施設に対する応急復旧体制の強化

(5）ヘリコプターの活用［施策小項目］

0ヘリコプターテレビシステムを活用した画像情報の収集・伝達（再掲）

9 救助・救急及び医療・救護活動［施策項目］

(1）救助・救急及び消防活動［施策小項目］

轡県・市町・防災関係機関が連携した実働訓練および県災害対策本部等が

主催する図上訓練（再掲）

0警察災害派遣隊の運用（再掲）

0消防における広域応援体制の充実強化（再掲）

(2）医療・救護活動（応急対策）［施策小項目］

、骨地域における災害時の医療に関するコーディネート機能の確保

錨地域における災害医療ネットワークの構築

osc Uの機能の確保

1 0 避難及び被災者支援等の活動［施策項目］

(1)避難の指示及び避難場所・避難所の確保・運営（応急対策）［施策小項目］

骨海抜ぜ口メートル地帯等における広域避難体制の検討

轡観光客への対応を想定した訓練の実施

O災害時のペット対策に関する情報伝達訓練等の実施

(2）避難行動要支援者・要配慮者対策（応急対策）［施策小項目］

0 「避難所情報伝達キットー絵表示・多言語一つ・た・わ・るキットJの活

用促進
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0 Fみえ災害時多言語センターj を通じた支援の実施

(3）学校圃園における児童生徒等の安全確保［施策小項目］

轡防災に関する学校と家庭・地域との連携の推進（再掲）

(4）ボランティア活動の支援（応急対策）［施策小項目］

舗災害時支援活動団体への支援

0災害時のボランティア受入体制の整備（再掲）

(5）防疫・保健衛生活動［施策小項目］

0三重県災害時保健師活動マニュアルの活用促進

O災害時こころのケア活動マニュアルの活用促進

0三重県災害時栄養・食生活支援活動ガイドラインの活用促進

O給食施設災害時体制づくりの推進

錨地域における災害医療ネットワークの構築（再掲）

O避難所での衛生管理体制の確保

(6）災害警備活動［施策小項目］

O災害警備訓練の実施

(7）遺体の取扱い［施策小項目］

O遺体を取り扱う体制の整備

0広域火葬の円滑な実施に向けた、情報伝達にかかる体制整備

O遺体安置所の広域調整体制の検討

1 1 救援物資等の供給［施策項目］

(1)緊急輸送手段の確保 f施策小項目］

(2）救援物資等の供給（応急対策）［施策小項目］

働県・市町・防災関係機関が連携した実働訓練および県災害対策本部等が

主催する図上訓練〈再掲）

(3）給水活動［施策小項目］

O市町水道事業者の応急給水活動の連絡体制強化

0水道における危機管理体制の強化

1 2 特定自然災害対策

(1)局地的大雨 a 竜巻・雪害の対策（応急対策）［施策小項目］

O防災情報プラットフオームの運用（再掲）

0 「しアラート（公共情報コモンズ）」の円滑な運用（再掲）

O道路啓開対策の推進（再掲）
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1 3 復旧に向けた対策［施策項目］

(1)廃棄物対策活動（応急対策〉［施策小項目］

O災害廃棄物処理計画の実効性の向上

(2）住宅の保全・確保［施策小項目］

轡被災建築物応急危険度判定士の養成

轡被災宅地危険度判定士の養成

0応急的な住宅の確保（応急仮設住宅）

O住宅相談窓口担当者のスキルアップ

直 復旧・復興対策［施策の柱1

1 4 復旧慣復興対策［施策項目］

(1)被災者の生活再建に向けた支援［施策小項目］

轡被災者生活再建支援法への対応力向上

轡住家被害認定調査員の養成

0防災啓発モデル素材の作成（一部再掲）

0企業向け防災対策融資制度の周知（再掲）

O被災農林水産業者の経営再建資金制度の周知

O地籍調査の促進

(2）復興体制の構築と復興方針の策定［施策小項目］

O庁内復興体制の検討

0震災復興に関する市町への情報提供
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三重県防災・減災対策行動計画行動項目実績値

住宅耐震化の促進【重点］

住宅前滑化にかかる戸 1 I I 

蹴聞の実施件数（戸111万戸／年｜岩万戸I1~6万戸I 11切戸／年｜県土整備部
年） I I I 

住宅耐震化にかかる除
却、耐震改修の県補助 1166戸／年 1200戸／年1367戸／年1200戸／年｜県土整備部
金交付件数（戸／年）

住宅耐震化にかかる啓
家具国定、転倒防止対策の促進 ！発と連携した家具固定・ M万件／｜ω万件IIL4万件／年｜防災対策部

年 i年｛重点］ ｜転倒防止の啓発実施件

防災啓発の推進【重点］

防災啓発モデ、ノレ素材の作成

l数（件／年）
シンポジウム等の開催 14回／年 15回／年 14回／年 15回／年 ｜防災対策部
回数

防災講話、出前トークの1150回／年 1160回／年1162回／年1170回／年l防災対策部
実施回数

報道機関に資料提供し 1 I I I 
た防災の取組が、メディ｜ ｜ ｜ ｜ I 110%以上 169.6% 打開以上 i防災対策部アで取り上げられた割 I I I I 

A、
口

防災啓発車による啓発 1508囲／年 1510回／年1490回／年1510回／年｜妨災対策部
回数

南海トラフ地震対策の ｜未作成 ｜作成済 ｜作成済 ｜見直し ｜防災対策部
啓発モデルの作成

内陸直下型地震対策の｜未作成 ｜作成済 ｜作成済 ｜見直し ｜防災対策部
啓発モデルの作成

緊穣策の啓発モデl来作成 ｜作成済 i作成済 ｜見直し ｜訪災対策部

復旧・復興期まで視野
を広げた啓発モデルの l未作成 l作成済 ｜作成済 i見直し ｜防災対策部
作成

シンポジウム等の開催
回数

1回／年 11回／年 11回／年 i防災対策部

内陸直下型地震にかかる防災啓発 i防災講話、出前トークI の141回／年 l5o囲／年 l2s回／年 150回／年 i防災対策部
の推進｛重点1 1実施回数

防災啓発車による啓発 190回／年 190回／年 184回 190回／年｜防災対策部
回数

アーカイブ化し？‘一
．コ／ア 1361件 1380件 1371件 1400件 ｜防災対策部

iンツの数（累計）
，「みえ防災・減災アーカイブjの活用i
促進｛重点1 1防災イベントや児童埋

2等でアーカイプの展示 Is件／年 Is件／年 16件／年 18件／年 ｜防災対策部
を行った件数（｛牛／年）

三重県総合博物館、三｜ I I I ｜防災対策
三重県総合博物館、三重県立図書｜重県立図書館、児童館｜ I I I I I 13件／年 14件／年 13件／年 15件／年 i
館等と連携した防災啓発の実施 i等と連携した啓発取組｜ I I I l環境生活

｜数 I I I I I部
iみえの防災大賞の実施 l I I I I 

みえの防災大賞の実施 I 11回／年 11回／年 11回／年 11回／年 ！防災対策部l回数 I I I I I 
E「地域防災課題解決プ l I I I I 
ロジェクトJにより作成す

津波避難にかかる地区防災計画の｜る「手引書Jに基づき、I 1- 13市町 13市町 119市町 ｜防災対策部
作成促進【重点】 i津波避難にかかる地区

防災計画策定に取り組
む市町数（累計）

「MyまつぷランJの取組の促進【重｜「Myまつぷラン」取組市 19市町 ｜岬町 19市町 119市町 i防災対策部
点1 1町数（累計）

「地域防災課題解決プ
ロジェクト」により作成す

洪水避難にかかる地区防災計画の｜る「手引書」に基づき、I 1- 13市町 13市町 129市町 i防災対策部
作成促進【重点】 ｜洪水避難にかかる地区

防災計画策定に取り組
む市町数（累計）

迅速な避難に資する情報提供の推｜l浸水想定区域図作成県
進（洪水浸水想定区域函の作成） I 114河JI! 138河）II 1109河）II11867可JII I県土整備部

｜管理河川数（累計）［重点1 I 
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主戸体施系策γ二 行動項員川正 時~ti：~r 幅！詞寵
：・＇ ..• ・ー

. 
， ゐニSJ.！：＇；再開持
｜己，，， ,c. r＇・献.201催7 

. : ' ... . ' ' 

迅進速（危な機避管難理に型資水す位る計情の報設提置供）の｛重推 危数機（累管計理L型水位計設置 110箇所 211箇所 181箇所 県土整備部
点】

迅進潮位速（高な情潮避報浸難の水に提想資供定す）【区る重域情点図報］の提作供成の、推 高作潮成浸水想定区域図の 来実施 作成中 作成済 岸伊域虎部勢囲樟のの完区措 県土整備部

土作砂成促災進害にかかる地区防災計画の
【重点l 'V 

ロるむ土防「地ジ『砂災市手域ェ計災町引ク防画数害ト書災j策に（」l課累とにか定よ題計基かりに解）作づる取決成地きりプ、組す区 3市町 3市町 27市町 防災対策部

土砂災害対策の推進（土砂災害警 土砂災害警戒区域の指
63% 84略 87% 100% 県土整備部

戒区域の指定）［重点】 定率

市町が取り組む内水ハザ｝ドマップ ノ、ザードマップを公表し
2市町 3市町 3市町 5市町 県土整備部

の作成支援 た市町数（累計）
ょっ＼R士Hf：主 ..• ・ 色今、－上rγ十”4司 ・・ ...... , ... ,:, ... 0・e

・・ー・ ・ーー、日，，，＂＇＂－ 'l〆J ~ そ；；同：:P.X./7::1両

みえ防災・減災センターによる防災
防災人材を活用して地

人材等リソースの活用【重点］ 域り組のむ防市災町活数動（支累援計に）取
15市町 29市町 20市町 29市町 訪災対策部

フォローアップ研修の実
1回／年 l回／年 2回／年 l回／年 訪災対策部

施回数
防災人材の育成・活動支援｛重点］

場防災のマ人ッ材チとン地グ域実活施動回の
2回／年 2回／年 2回f年 2回／年 防災対策部

数

災特研害性修時にのつ実にい施おてけI重のる点障理1が解い剖者Zの進障させがるい みでリー実えダ施防ー災す研る・減修自災に主セお防ンけ災タるー
1回／年 1回／年 l回／年 1回／年 防災対策部

研修実施回数

女性防災人材の育成【重点］ 女数性（男防災人材の育成人
累計）

348人 410人 429人 500人 防災対策部

防災分野における参政画策拡・大方針決定
過程への女性の

女でべ議委方性き員の会針割のが議や視合参等画対点の策をし盛てうをちい検り女込る討性会んす 100九 100% 100% 100% 防部環部境災対生活策

女性消防団員の確保 女性消防団員数（累計） 486人 490人 487人 498人 部防災～対策

市町、地域、企業等における防災人
研修実施回数 1困／年 1回／年 2囲／年 1回／年 防災対策部

材の活動支援

市町職員に対する実践的な研修カ
研修実施回数 1回／年 1回／年 1回／年 1回／年 防災対策部

リキュラムの提供と実施

(M自：主防災組織・消防団の活動支援および活性化：；：；：：：；： ：： 

推自進主防【重災点組】織に対する活動支援の 援ロる「自（地累ジ「主に手域計ェ取防引ク防）り災ト書災組」組jに課むに織よ題市基のり解町作づ活決数成き動プ、す支 3市町 3市町 29市町 防災対策部

実践的な活動ができる自主防災組
研修実施地域数（累計） 3地域 6地域 9地域 15地域 防災対策部

織リーダーづくり［重点

「自主防災組織リーダ｝ハンドプッ
自ン主ド防ブ災ッ組ク織の改リー訂ダー 未実施 改訂済 素案作成 見宜し 防災対策部

クjの改訂 .I'¥ 。みえの防災大賞の実施（再掲）
みえの防災大賞の実施

1回／年 l回／年 1回／年 1回／年 防災対策部
回数

自主防災組織の活動状況の把握 の自実主施防災組織実態調査 未実施 毎年実施 来実施 毎年実施 防災対策部

消防け団たと実自主践防的災な組取組織のの推連進携強化 促ロと引「（地累ジ自書進域計ェ主にに防ク）防基取ト災災jづりで課組組き作題む織、成消解市のし防決連町た団プ数携手に向 【重 3市町 3市町 29市町 防災対策部
点】

充地域実防災力の能中核別を消担防う団消j防団の
機した能市別町消数防（団累員計を）導入・強化（機 員の確 3市町 5市町 4市町。 8市町 防災対策部

保）｛重点｝。女性消防団員の確保（再掲） 女性消防団員数（累計） 486人 490人 487人 498人 部防災対策
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消防団員の教育訓練の充実 ！教員（累育が計所訓）属練すに参る市加町す数る国 129市町 129市町 129市町 129市町 ｜防災対策部

消防団の活動支援 組消む防市団の町活数性（累化計に）取り 29市町 29市町 29市町 129市町 ｜防災対策部

従へ業の参員加の促消進防団、自主防災組織等 消防団協力事業所数 227事業 231事業 238事業 1238事業所｜防災対策部
（累計） 所 所所

県支援防ス災キ技ル術の指向導上員の地域防災活動｜！場員導自主が員に防、同一県行災人防組しあ災たた織啓回りの）発数活指（動指導現11回／年 12回／年 11回／年 13田／年 ｜防災対策部

企業防災担当者の人材育成 研修の開催回数 15回／年 ¥5回／年＼1回／年初回／年 i防災対策部

事CP業）策所定等のに促お進ける業務継続計画（B事す業る説所明等会へ等の回BC数Pに関 54回／年 60件／年 52件／年 60件／年 防災対策部

企業向け防災対策融資制度の周知 情報提供の回数 1回／年

(6）児童生徒等にがかる防災教育L防災対策の推進；：

の防推災進ノー［重ト等点の］活用による防災教育

「
防る防公災災立ノ教ー学育ト校を等の実を割施活合し用てしいた目｜目10曲

学校防災リ｝ダーの養成［重点］ 学ん中で校核い防となる災り学の防校リ災」のlダZ割取」合りが組 110凹

堅議店駐留］t:家庭・地域同I家避い庭る難学や訓校地練の域等割をと連合実携施ししたて 192.1% 

教職員研修の充実［重点】 ｜初堅任育教任管研者諭理修職、等を教減実資職施修質6しで向年た防上次割災、、合新教中l’10 叩

「地域防災課題解決プ
ロジェクト」により作成す

津波避難にかかる地区防災計画の！る「手引書」に基づき、
0 ｜作成促進【重点］（再掲） ｜津波避難にかかる地区

’防災計画策定に取り組
む市町数（累計）

0 ｜話~：mtランjの取組の促進国｜持［；＃）7ンj取組市 19市町
県南部地域へのシスーア｜導入来

Eムの導入
fDONETを活用した津波予測正伝達i
システム」の整備［重点】 ｜伊勢湾沿岸市町におけ

’るシステム導入方針の l未検討
決定

「地域防災課題解決プ
ロジェクトJにより作成す

洪水避難にかかる地区防災計画の lる「手引書Jに基づき、
0 ｜作成促進【重点｝（再掲） ｜洪水避難にかかる地区

防災計画策定に取り組
む市町数（累計）

迅速な避難に資する情報提供の推｜
01進（洪水浸水想定区域図の作成）｜麓鯨開成県114河）, , 

｛重点］（再掲） ｜ 

迅速な避難に資する情報提供の推 l
0 l進（危機管理型水位計の設置）｛重装鷺F水位計設置l一

点］（再掲） I I 
迅速な避難に資する情報提供の推 l I 

0 l進（高潮浸水想定区域図の作成 ｜高潮浸水想定区域図の｜来実施
潮位情報の提供）【重点］（再掲）、 i作成 I 
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1回以上／
1回／年 1回以上／年 雇部用経済

年

！教環境育委生員活会部

1100% 1100% 1100% l教育委員会

1100% 191.7% 1100覧 i教育委員会

1100% 1100% ｜教育委員会

3市町 13市町 119市町 ｜防災対策部

13市町 19市町 119市町 ｜防災対策部

導入済 ｜導入済 ・一 防災対策部

方針決定l方針決定・一 防災対策部

3市町 13市町 129市町 ｜防災対策部

38河川 1109河）II 1186河川｜｜県土整備部

110箇所 1211簡所 1181箇所｜県土整備部

伊勢湾沿

作成中 i作成済 ::6: I県土整備部



。l土砂災害にかかる地区防災計画のIロる土防む『地ジ「砂災市手域ェ計災町ク引防害画数ト書災」策に；に課累にか定よ題計基かりに解）作づる取決成地きりプ、組す区 I 
作成促進｛重点｝（再掲）

13市町 13市町 127市町 ｜防災対策部

)¥ I戒土砂区域災害の対策の推進（土砂災害警 定土砂率災害警戒区域の指163.0% 184.0% 187% 1100% u焦土整備部。
指定）【重点】（再掲）

「支（土砂援砂災強災害化害蜘）警戒避蝉難体制づくりへの 土砂災害担当者会議な 14回／年
どの実施

14田／年 14回／年 14回／年 ｜県土整備部

。i市町が取り組む内水ハザ｝ドマップ
の作成支援（再掲）

ノ、ザードマップを公表し 12市町
た市町数（累計）

'13市町 13市町 15市町 ｜県土整備部

避難所外避難者対策や要思慮者 ロる「地ジ「手域ェ百ク防lト書災JJに課lζよ題基り解作づ決成きプ、す E｜ 

l2市 ！防災対策部
への配慮、女性の視点等を取り入

策れた定三指重針県の避活難用所促運進営［重マ点ニ］ュアノレ 避ニむュ難市ア所町ノレ数ご策と（累の定運計に）営取マり組

避難行動要支援者の個別支援計画｜｜避組ロる別f地ジf難支む手域ェ行援市引ク防動計町ト書災j要画数」i課とに支作（よ題累基援成り解計作づ者に決）成き取のプ、す個りI-
作成の促進｛重点］

13市町 13市町 129市町 l防災対策部

要配慮者利用施設にお
子医療ども保・健福部祉要配慮者利用施設における「避難｜｜けるf避難確保計画J作 ／年 2回／年 S回／年 2回／年

確保計画j作成の促進【重点】 成促進の働きかけを実 回 部
施した回数 県土整備部

み実え施防災する・減自災主セ防ン災ター。｜特災性害時につにいおてけのる障理が解いを者促進の障させがるい｜｜哨トト研修附ける 11回／年 11回／年 h回／年 11回／年 ｜防民対策部

研修の実施［重点】〈再掲） 研修実施回数

災害時福祉支援リー
｜子祉部ども福災害時福祉支援リーダーの養成［重l｜ダー養成講座受講者数i1140人

点］ （累計）

福祉避難所運営マニュアルの作成 I｜福祉避難所運営マしニたュ 45.0% 
80% 子ども・福

促進【重点］ ア施ノ設レのの作割成合を支援 59.0% 47% 
祉部

福祉避難所の公表を
20市町 24市町 26市町 29市町 子ども・福

福祉避難所の確保・周知【重点｝
行った市町数（累計） 祉部

介ム護・介保護険老施人設保（健特施別設養）護の老相人互ホ支｝援 働きかけを行った施設 100% 100% 100% 100% 部医療保健

協定の締結促進
の割合

避難所のトイ軍レ営対マ策ニのュ三ア｜I 

｜荒定指針｜ ｜吋E避難所におけるトイレの確保および
重ノレ県策避定難指所針運の反映および 未実施 への反映素成案の作 への i防災対策部

トイレ運用方法の確立
県内市町への水平展開 完了 展開

観光関係者に向けた観光防災の取 観催数光防災セミナーの関 I 11回／年 I l回／年 Ii回／年 i雇防災用対経策済部部組事例の共有｛重点］

観光地の防災対策にか｝づかくるり人［材重育 観光地の防実討災回対数策にか－I 
成および課題検討の場 かる課題検討 一
点］

lz回／年 13回／年 12回／年 1：~：：：

避難所、避難場所等の適正な指定 ｜研修会等の開催数
の促進

11回／年 11回／年 12回／年 II回／年 ｜防災対策部

発災時における集落の孤立可能性 孤立可能性集落の把握11回／年 11回／年 11回／年 11回／年 ｜防災対策部
の把握

緊急輸送道路となっている街路に 繋いる急街輸路送で道無路電と柱なっ化てさ 112筒所 115箇所 115箇所 115箇所 ｜県土整備部
おける無電柱化の推進

れた箇所数（累計）

法策防防災のち災推面潜対で進去策悪り影のを響推推を進進及ぼすす~空ーた；きめ家の対対I空R祭丁策数家料等＇i：累2設対1；：計4策5近) 計画策定市川山土巾E円

県立学校の屋内運動場
県立学校の屋内運動場【重等点の｝天井等 等の天井等落下防止対165棟
落下防止対策の推進 ｝ 策の未完了数
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公立小中学防校止対の屋策内運促動進場【重等点の］天I公立小中学校の塵内運 8棟 11棟 7棟 教育委員会井等落下 動場等の未天井完等了数落下防 13棟
止対策の

私立学校の屋内運動場等の天井等 私の立の天学未井校完等の了屋落数内下運防止動場
環子部境ども生・活福部祉

落下防止対策の促進 等策 対 3棟 2棟 2棟 1棟

放課後児童クラブにおける耐震対 県・市町担当者会議開 11回／年 11回／年 11回／年 11回／年 i子ども・福祉部
策の促進 催数

児童福祉施設の耐震化の促進 耐震化率 196.5% 197.0% 198.1% 197.5% l子ども・福祉部

多防数災の上者重が要利な建用す築物る建の築耐物震の化うのち促 多築な建数物築のの物者うちのが防利耐災震用上化す重る要建 ｜田市 193.5% 192.6% 195.0潟 i県土整備部
進

建築物の非構造部材等の安全対策 啓発実施回数
の促進

12回／年 12回／年 12回／年 12回／年 ｜県土整備部

器県庁等各の職地震場対に策おのける実書施庫や事務機 l｜｜ 耐震対策実施率 lso.0% 185.0% 185.5% 190.0% ｜総務部

策の推進；；：
農設地等・漁港海岸保全施 農部林水産整備延長（累計） 3,857m 4,158m 4,382m 4,966m 

海の整岸備保）全［重対策点の推進（海岸堤防等
] 備整延備部長所が（累完管計了海）し岸た堤県防土等整の 県土整備142.9km 145.2km 146.0km 148.0km 部

港湾施設の防災・減災対策の推進｜対策に着手する箇所数 6笛所＼ 7箇所 7箇所 8笛所 県土整備部
（累計） ,,,--

防潮扉等の常時閉鎖の促進 ｜働きかけ汁）を行った笛所 3箇所 1,122笛 1,122箇 1122箇所県土整備部
数（累計 所所

浄体化）のセ耐ン震タ化ー管（累理計棟）（躯

対策め推進；： ；： 
洪水防止対策の推進（河川・ダムの

河川整備延長（累計） 467km 470km 470km 472km 部県土整備
整備）［重点｝

洪水防止対策の推進（河川堆積土
河川堆積土砂の撤去

10万rrU
9万nf／年 12万nf/ 12万rrf/年 県部土整備

砂の撤去）［重点］ 年 年

01  
農地・漁港海岸保全施 農部林水産
設等整備延長（累計） 3,857m ム158m 4,382m 4,966m ol海の岸整備保全）［対重策点の］（推再進掲）（海岸堤防等
整備備部所が（累完管計了海）し岸た堤県防土等整の削同 町 km.附 km 148.0km 富士整備
延長

。｜迅進I重速（洪点慨水］（浸再水掲に想）資定す区る域情図報の提作供成の）推 浸管水理想河川定数区域（累図計作）成果11剖可Jil 138河川 1109河川 1186河JilI県土整備部

。｜迅帥点速］（な再機避掲管難）理に問資する計情の報設提置供）の［重推 富鰭型水位計設置一 110箇所 211箇所 181箇所｜県土整備部

。｜迅進潮速位（高な情潮避報浸難の水に提想資供定す）区［る重域情点図報1の（提再作供掲成の）、推 作高潮成浸水想定区域図の 来実施 作成中 作成済 の区i県土整備部伊岸域成勢部密崎沿
の完

。｜洪作水成避促進難にかかる地区防災計画の ｜｜る洪ロ防むI地ジ「水災市手域ェ避計町引ク防難教画ト書災J策に（」I課累とにか定よ題計基かりに解）作づる取決成地きりプ、組す区 I 「
［重点｝（再掲）

13市町 13市町 129市町 ｜防災対策部

l洪（河水川防・ダ止ム対施策設のの推点進検） 点検の実施 11回／年 11回／年 11回／年 11囲／年 ！県土整備部

河川管理施設の正常な機能確保 対策を十）実施した施設数 17施設
（累計

Is施設 Is施設 19施設 l県土整備部

湾高潮施設浸水の点防検止）対策の推進（海岸・港 点検の実施 11回／年 11回／年 11回／年 11回／年 ｜県土整備部

。｜市の作町成が取支援り組（再む掲内）水ハザードマップハザ」ドマップ計を）公表し 12市町
た市町数（累

Is市町 13市町 15市町 i県土整備部
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。｜土作砂成促災進害に［重か点かlる（再地掲区）防災計画の Iロるむ土防I地ジ「砂災市手域ェ計災町引タ防数害画ト書災j策に；に課累にか定よ題計基かりに解）作づる取決成地きりプ、組す区 ｜ 13市町 Is市町 127市町 ｜防災対策部

。｜土（（再土砂砂掲災）災害害対警策戒の区推域進の指定）［重点］ 1~ 土定砂率災害警戒区域の指i1酬 187% 1100% ！県土整備部

土（砂砂防災施害設対の策点の検推）進 点検の実施 11回／年 11回／年 11回／年 11回／年 ｜県土整備部

宅地災害予防対策の促進 防災パトロールの実施 11回／年 11回／年 11回／年 11回／年 ｜県土整備部

農震業対用策たI重め点池lの決擦を防止する耐 耐対ため震策池対を実数策施お（累しよ計たび）農老業朽用低 143箇所 144箇所 144箇所 155笛所 l農林水産部

令，今・ー．． . ・一争 ・．・.：：・.．守 e今ーe，ー．寸争.：・‘iー．．・－．・．ゐ．令．． 令． ー－． ‘．岳・.・寸会会・.・島iー．． ！、寸・.・－、－ー． 一今．｝ーも一6．． ー‘ ．令令．． ω ・－ ーι.今． ． 

基よぴ幹長的寿農命業化水I利重施点設1の耐震対策お 耐化（累震を計実対）施策じおたよ排び水長機寿場命 17箇所 110箇所 110箇所 114箇所 ｜農林水産部

農び業耐集震化落排水施設の耐震検討およ 耐震検数討（累お計よ）び耐震化 1施設
施設

62施設 62施設 163施設 i農林水産部

治山対策の推進【重点】 整備着手笛所数（累計） 2,135箇所 2,179箇所 2所，187箇 12,247箇所｜農林水産部

山地災害危険地区の情報提供 ｜危険地区の情報提供 1回／年 1回／年 1回／年 11回／年 ｜農林水産部

災点害］に5齢、森林づくりの推進｛重 ｜対策実施箇所数（累計） 1131箇所 1180笛所 1181箇所恒70箇所｜農林水産部

岸た漁壁港の耐（累震計化）に着手し 14漁港 14漁港 14漁港 15漁港 ｜農林水産部

漁港施設の防災減災対策の推進 i施粘（累り設計強に）い着構手造しをた有漁す港る 13愉港 13漁港 13漁港 13漁港 ｜農林水産部
（累計

多災（累重対計策防）護に着による防災・構被手した漁 I- 11漁港 11漁港 i農林水産部

漁港施設の風水害対策の推進 整備着手箇所数（累計） 119漁港 126漁港 124漁港 138漁港 ｜農林水産部

nl 

漁船の減災対策の促進 漁対策船のの係啓発留に係る減災 12回／年 12回／年 12回／年 12回／年 ｜農林水産部

養殖施設の減災対策の促進 i養策殖の啓施発設に係る減災対 11回／年 11回／年 11回／年 I 1回／年 i農林水産部

高規格幹線道路の整備促進国点lI室鶴雪道路の整備177.1% 186.1% 186.1% 187.8% i県土整備部

緊急輸送道路の機能確保［重点｝ ｜緊の点急検輸実送施道率路上の橋梁ト 137.5% 140.0% 1100% i県土整備部

緊急輸送道路の整備 緊用急延輸長送（km道）路（累の計新）規供t「 l7.7km 18.lkm ll2.5km i県土整備部

道路防災対策の推進 道路防災点検の実施 11回／年 11回／年 11回／年 11回／年 ｜県土整備部

道路冠水対策の推進 排水ポンプ点検の実施 12回／年 12田／年 12回／年 12回／年 ｜県土整備部

緊の建急築輸物送の道耐路震沿化いのの促一進定規模以上 第い築一の物一次の定耐緊規震急模診輸以断送上道の路建沿138.田 172.0潟 168.5% 1100% ｜県土整備部

。｜港（再湾掲施）設の防災・減災対策の推進
（再掲

対（累策計に）着手する笛所数 16箇所 17箇所 ！？箇所 18箇所 ｜県土整備部’ t

鉄道施設の耐震対策の促進 戸2鉄補0鉄助2橋2道落年を行度事下業う末防箇者止ま所でが対数の実策5施に年す対間るしlー 11箇所二 11箇所 11箇所 i地域連携部

48 



ノ

市町におけるBCP策定の促進 業策計務定）継して続い計る画市（B町C数P）（を累121市町 125市町 ｜田市町 129市町 ｜防提対置部

。l市リキ町ュ職ラ員ムのに提対供すとる実実施践（的再な掲研）修カ 研修実施回数 I l回／年 11由／年 11回／年 11回／年 ｜防災対策部

県災職対員策現を対況象調と査しのた実防施｜実施 ｜毎年実施｜実施 i毎年実施i防災対策部
職員の防災対策の推進

働取組きか促け進を目的とした I 実施 l毎年実埼l実施 ｜毎年実施｜防災対策部

職員の防災研修の実施 部策対災防’
率
ヒ

度
d
u
答
1
k

解

r
，正川河一

理
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で
加

災
体
了

防
の
完

員
修
化
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完

員
修
化
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研
系

の化
施

系
実

体
未

災防員職批
一
猶

C々
津守山

化
の

系
修

体
研

0 1：~.品号、議官おける防災人i研修実施回数 1回／年 11回／年 11回／年 11回／年 ！防災対策部

災害対策本部代替活動スペースの｜代替活動スペースの確｜総括部隊｜全部隊の｜全部隊の
｜ ！の配置調｜配置謂整！配置調整ー

確保の検討 ｜保 ｜整完了 ｜完了 i完了
地方災害対策部代替施設における i i代替施設｜ ｜ 
必要資機材の検討 ｜必要資機材検討終了 ｜選定終了｜検討終了｜検討終了｜対応終了｜防災対策部

｜教育訓練に参加する消 115消防本 ¥15消防本115消防本115消防本｜
消防職員にかかる教育訓練の充実｜ I I I I ｜坊災対策部｜防本部数 l部／年 ｜部／年 ！部／年 ｜部／年 I 
常備消防における消防力の充実強 i働きかけを行った消防 115消訪本 115消防本115消防本115消防本iI I I I I i防災対策部化 白 i本部数 ｜部／年｜部／年｜部／年 i部／年 I

(2）情報収集・情報伝達機能の整備及び確保
防災情報プラットフォームの活用促｜操作説明会、研修会等I 12回／年 12回／年 12回／年、 12回／年 i防災対策部
進（操作習熟度の向上）［重点｝ ！の実施回数

ICTを活用した多様な手段による分｜「防災みえ.jpJによる情
かりやすい県民等への情報提供 ｜報提供手段の機能改修｜未実施 ｜実施済 ｜実施済 ・一
［重点｝ ｜の実施

0 I l!I理戸へのシステ l導入未 ｜導入済｜導入済 ー
rDONETを活用した津波予測・伝達i
システムjの整備［重点］（再掲） 伊詩句合岸市町におけo I I~ンスァム導入方針の ｜未検討 ｜方針決定l方針決定一

決定

みえ防災・減災センターを活用した｜地域防災研究会等にお
災害現場でのICT活用事例の検討｜いてICT活用の意見交｜未実施 11回／年 11回／年 11回／年 ｜防災対策部
【重点】 ｜換等を行った回数

防災行政無線設備を操作する無線 1 I 11回以上／ 11回以上／－ i講習会の開催回数 13回／年 I 12回／年 ｜ i防災対策部
従事者の養成 ｜ ｜ ｜年 I I 
市町の防災行政無線（屋外スピー｜
ヵー等）の総点検の結果をふまえ？｜相談に対する助言等の 11酬 11附 1100.肌 1100% ｜防災対策部

司｜対応率
改善 I 

ω医療・救護体制及び機能の確保（予防対策広三：1
i業務継続計画（BCP）を

災害拠点病院等の業務継続体制の｜
強化促進【重点］ ｜作成した災害拠点病院 17施設 120施設 j49施設 120施設 ｜医療保健部

l等の施設数（累計）

防災対策部

防災対策部

防災対策部

防災対策部

病院の耐震化の推進 耐震化の推進 70.4潟 173.0% 179.6% 175% 医療保健部

有床匿療機関のEMIS
有床医療機関のEMISの参加促進｜の参加率 153.7% 160.0% 163.8% 180% 医療保健部

災害時の物資調達に係
る市町受援計画を作成・ー

支援物資にかかる市町受援体制の｜した市町数（累計）

整備促進［重点】 l支援物資に関する市町
の災害時受援体制整備｜来実施
手引書の作成

災害時の自治体応援職
員受入れに係る市町受
1援計画を作成した市町

自治体応援職員にかかる市町受援｜数（累計）
体制の整備促進［重点｝ ！ 

自治体応援職員に関す
る市町の災害時受援体 l未実施
制整備手引書の作成

10市町.17市町 129市町 ｜防災対策部

作成完了｜作成完了・一 防災対策部

10市町 16市町 129市町 ｜防災対策部

作成完了i作成完了 t「 防災対策部
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ボランティアの受入れに
係る市町受援計画を作・ー

ボランティアにかかる市町受援体制｜成した市町数（累計）

の整備促進【重点｝ iボランティアに関する市

6市町 5市町 29市町 ｜防災対策部
環境生活部

町の災害時受援体制整i来実施 ｜作成完了｜作成完了・一
防災対策部
環境生活部

備手引書の作成

（掛物資等tg・備蓄L調達ト供給体制の整備（：予防対策応；：..＼•• !/:;: ・:t 

01 

災害時の物資調達に係
る市町受援計画を作成一

支援物資にかかる市町受援体制の｜した市町数（累計）
整備促進［重点】（再掲） i支援物資に関する市町

10市町 17市町 129市町 i防災対策部

の災害時受援体制整備｜来実施 i作成完了｜作成完了一 防災対策部
手引書の作成

＠ヲ；；3：ヌライ；：＆：｛持功：掲防災対策ぬ推進：：）：）／；.｝？：）：］＼ ::::: 
水道管路の耐震化推進 管路の耐震適合率 162.8% 163.9免 167.0% i企業庁

工業用水道管路の耐震化推進 管路の耐震適合率 160.7% 161.5% 164.3% I企業庁

。｜下水道施設の耐震化（再掲） 浄体化）のセ耐ン震タ化ー管（累理計棟）（躯I一 13棟；..13棟 14棟 ｜県土整備部

一， 争正..、？．． ‘今‘．白今e．‘．守：巳‘．今‘．今 －．、．．－‘島．．．－牛．． 苧，． 守. 今．． 屯.・ －．．．今 －．‘．‘今‘・.: 今．．． 

県実が動主・市催訓町す練・る防お図災よび上関県訓係練災機害［闘重対が点策連l本携部した等I県がよが回び連主数・市県携催町災しす・た害る防実対図災動策上関訓本訓係練練部機お等の関112回／年 113回／年 113回／年 113回／年 l防民対策部

進防災（災情害報対プ策ラ活ットフォームの）活【重用促点l防災’情報プラットフォー 1l 
動の効率化 ｝施ムを活用した訓練の実 未実施 1：~1:111回／年 1：以上／｜防災対策部

職員の情報伝達訓練の実施 ｜訓練実施回数 3回／年 13回／年 何回／年 13回／年｜防災対策部

災害時の出納業務の対応能力の向｜
｜訓練実施回数上 I

1回／年 11回／年 11回／年 11回／年 l出納局

市町における図上訓練の実施支援｜取組支援市町数（累計） 120市町 125市町 120市町 129市町 i防災対策部

シンポジワム等の開催01 ｜回数 14囲／年 15回／年 14回／年 15回／年 i防災対策部

01 l騒音夏、出前トクのh5o回／年 1160回／年1162回／年1110回／年！防災対策部
防災啓発の推進［重点］（再掲） ！ 

ー報道機関に資料提供し
た防災啓発の取組が、01 iメディアで取り上げられ 165.2% 170%以上 169.日 170%以上｜防災対策部

た割合

i風水害対策の啓発モデ01 i防災啓発モデル素材の作成（再掲）｜ノレの作成 ｜未作成 ｜作成済 i作成済 ！見直し ｜防災対策部

ICTを活用した多様な手段による分i「防災みえ.jp」による情
0 iかりやすい県民等への情報提供 ｜報提供手段の機能改修！未実施 ｜実施済 ｜実施済 ト ｜防災対策部

【重点］（再掲） ｜の実施

「地域防災課題解決プ
ロジェクトJにより作成す

0 i器諜監部l::r災計画の陸軍事~~ま.ii!R ト 13市町 13市町 129市町防災対策部

防災計画策定に取り組
む市町数（累計）

迅速な避難に資する情報提供の推｜
0 ｜進（洪水浸水想定区域図の作成） ｜盟店長間成県114河川

【重点】（再掲） I I 
迅速な避難に資する情報提供の推 il危機管理型水位計設置0 i進（危機管理型水位計の設置）｛霊｜数（累計）
点】（再掲） I 

「地域防災課題解決プ
ロジェクトJにより作成す

0 i格選出i昔話内計画の I~寂事思表.ii!R
防災計画策定に取り組
む市町数（累計）
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38河川 11097可JllI 186何JllI県土整備部

110箇所 1211箇所 1181箇所 i県土整備部

3市町 13市町 127市町 ｜防災対策部



0 .J諮問自輸害警
土定砂率災害警戒区域の指163% 184% 187% 1100% i県土整備部

。｜市の作町成が取支援り組（再む掲内）水ハザードマップ ノ＼ザードマッ累プ計を）公表し 2市町
た市町数（累

3市町 3市町 5市町 l県土整備部

。道路防災対策の推進（再掲） 道路防災点検の実施 1回／年 1回／年 1回／年 i回／年 ｜県土整備部

。河F百川T士皇管、理施設の正常な機能確保 対（累策計を）実施した施設数 17施設 18施設 Is施設 19施設 i県土整備部

－－．．－’． 争．‘ －一 ．． ． － 争...守.・‘寸会F今．‘今寸令－島．－争．一：・一一一.－：争.・ ．．寸会：今争一一屯ι－‘F・・・：一－－－ － 今' 

.' ・・.令e令：争＠占白．今令．．令一今、争0：占，φ：：φ，．号今＿·.令．＠今今屯干寸一＇•. 勾＿・守ノ⑤．・: P～． 占e今φ:::. 

市定促町タ進イIム重ラ点イlンモデルの検討策 I 1た成県市タしイた町ム市タライ町イム教ンラと（イ累連ン計携を）し作 1市町 6市町 118市町 129市町 l防災対策部

｜地方部タイムラインの策
9地方部

地方部タイムラインの策定［重点］ 来実施 における、｜本格運用｜一 i防災対策部
定 策定完了

防災情報プラットフォームの運用 ｜ム防の災運情用報率プラットフオ「 Mムv8% 100% 199.2% 1100% ｜防災対策部

。｜実県が動主・市催訓町す練る防お図よ災び上関県訓係練災機害［関重対が点策連］本携（再部し掲た等）｜！｜県がよが回び連主数・市県催携町災すし・た害る防実対図災動上策関訓本司係i練練部機お等の関112回／年 113回／年 113回／年 113回／年 l防虫対策部

。i職員の情報伝達訓練の実施（再掲） 訓練実施回数 3回／年 3回／年 13回／年 13田／年 ｜防災対策部

大し討に規［重と模も点地な1震う地対震策災特害別警措戒置本法部のの見検直
国による

（国の動

見直し完了 見業直中し作 せ向し完）に見了合直わI見T直し完 l’ － i防災対策部

初動警察体制の強化 i非常参集訓練実施回数 1回／年 1回／年 11回／年 11回／年 ｜警察本部

災害発生時における非常通信の確｜非常通信ノレートの点検 11田／年 1m1年
保 I 12回以上I12回以上／

通信訓練の実施回数 I I 13回／年｜年｜年

(9）自衛隊おギび海主保安庁八の災害派遣要請等：；：；；
．県と防災関係機関との連携強化［重｜ ム
点］ ｜連携胃議の開催 11回J年 12回／年 12回／年 12回／年 i防災対策部

｜連携強化に向けた取組 13回以上／ 13回以上／13回以上／13回以上／
県警察と防災関係機関の相互連携｜回数 ｜年 ｜年 ｜年 l年 ｜警察本部

（の災害情報筈の収集手伝達および広報体制の確保と運用？ ： 
i防災情報プラットフォームの活用促 l I I I I I I ｜操作説明会、研修会等 l I I I I 0 l進（操作習熟度の向上）［重点］（再｜の実施回数 12回／年 12回／年 12回／年 12回／年 ｜紡災対策部
掲 ） ｜

防災情報プラットフォームの活用促｜防災情報プラットフォー l I I I 

0 ！進（災害対策活動の効率化）【重点］｜ムを活用した訓練の実！来実施 1：以上111回／年 1：以釘｜訪災対策部
（再掲） ｜施 I I I I 

0 i鶴報プラットフォームの運用 陣営トフォー 1100協 同 199.2九 1100% ｜開策部

ILアラートへの確実な’清
Lアラートの円滑な運用 I . 1100九 1100% 1100.0九 1100% ｜防災対策部

｜報発信率

4 ヘリコプターテレビシステムを活用し｜酉像情報の収集・伝達 12回／年 12回／年 12回／年 12回／年 ｜警察本部
た画像情報の収集・伝達 ｜訓練の実施回数

県・市町・防災関係機関
県・市町・防災関係機関が連携した｜が連携した実動訓練お

0 ｜実動訓練および県災害対策本部等｜よび県災害対策本部等 112回／年 113回／年 113回／年 113回／年｜防災対策部
が主催する図上訓練｛重点】（再掲）｜が主催する図上訓練の

回数

近隣府県との連携訓練の実施 広域連携訓練参加回数12回／年 12回／年 13回／年 12回／年 ｜防災対策部

他県警察との合同訓練
警察災害派遣隊の運用 ！実施回数 11回／年 11回／年 .11回／年 jl!El／年 ｜警察本部

消防における広域応援体制の充実 i訓練に参加する消防本 115消防本 115消防本115消防本115消防本｜I I I I I ｜防災対策部強化 ！部数 ｜部／年 ｜部／年 ｜部／年 l部／年 I 
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航路等啓開および港湾施設の応急｜災害を想定した訓練の
復旧体制の強化 ｜実施

道路啓開訓練の実施回
数 11回／年 県土整備部1回／年道路啓関対策の推進

鉄道施設の耐震対策の促進（再
掲）

2022年度末までの5年間
で鉄道事業者が実施するー
鉄橋落下防止対策に対し
補助を行う箇所

地域連携部l箇所。

県土整備部1回／年1回／年1田／年三重県水防計画の策定11田／年

水防倉庫に備蓄する水｜11回／年
防資材の補給 I 

水害対応タイムラインの
作成（累計）

水防体制の充実・強化および水防
資材の補給

県土整備部1回／年1回／年1回／年

県土整備部38河川38河川38河川
洪水時における水防体制の強化
（水害対応タイムライン）

洪水時における水防体制の強化
（洪水対応演習）

水防技術講習会を通じた災害対策
用機械の操作技術の習得

県・市町・防災関係機関
県・市町・防災関係機関が連携した！が連携した実動訓練お
実動訓練および県災害対策本部等iよび県災害対策本部等 112回／年
が主催する図上訓練｛重点］（再掲）｜が主催する図上訓練の

回数

他県警察との合同訓練
｜正回／年

実施回数

訓練に参加オる消防本
部数

県土整備部

県土整備部

1回／年

1回／年

1回／年

1回／年

1回／年

1回／年

1回／年

災害対策用機械等操作11回／年
訓練への参加

洪水対応演習の実施

防災対策部13回／年13回／年13回／年。

地域における災害時の医療に関す i災害医療コーディネー
るコーディネート機能の確保【重点］｜ター研修の開催回数

地域における災害医療ネットワーク i訓練、研修等参加施設
の構築｛重点｝ ｜数

ISCUの設置運営訓練scuの機能の確保 ｜ 
｜の実施回数

日；避難および被災者支援警の活動；；r<<<Y
ω避難の指示お；まび避難場所；1避難所の確保：話運営（応急対策）：.' •• :"t.:.:-{J: 

海抜ゼロメートノレ地帯等における広｜訓練の実施回数 Ii田／年 11回／年 11回／年
域避難体制の検討［重点】 I 

観光客への対応を想定した訓練の
実施【重点｝

災害時のベット対策に関する情報
伝達訓練等の実施

警察本部

15消訪本115消防本115消防本I I ｜防災対策部
部／年 i部／年 i部／年

1回／年1回／年1回／年

15消防本
部／年

警察災害派遣隊の運用（再掲）

消防における広域応援体制の充実
強化（再掲）

。
。

医療保健部9回／年9回／年9回／年9回／年

医療保健部，f’
 

設施ω年
，，，，， 設施η

年
40施設／
年

41施設／
年

医療保健部2回／年1回／年2回／年l回／年

防災対策部1回／年

防災対策部
雇用経済部

医療保健部
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1回／年

l回／年

2回／年

1囲／年

1回／年

1回／年

観光客への対応を想定
11回／年

した訓練実施回数

情報伝達訓練等の実施11回／年



「避難所情報伝達キットー絵表示・多i「避難所情報伝達キッ
言語一つ・た・わ・るキット」の活用促｜トjの活用を含む訓練等 11回／年 11回／年 11回／年 11回／年 ｜環境生活部
進 ｜の実施回数

「みえ災害時多言語センタ~jを通｜多言語情報提供を想定
iした図上訓練の実施回 11回／年 11回／年 11回／年 11回／年 i環境生活部

じた支援の実施 i数

ノ三レ重の活県用災促害進時保健師活動マニユア I修行マニまっュたたアは市ノ演町レを教習活や（累用訓計し練た）を研114市町 120市町 118市町 129市町 ｜医療保健部

災害時ここるのケア活動マニュアル！＂修行ニまっュたたアは市ノ演町レを習数活や（累用訓計し練）たを研17市町
の活用促進

118市町、 110市町 129市町 i医療保健部

ガイドラインを活用し具

三動重ガイ県ド災ラ害イン時の栄活養用・量促生准活支援活 ｜｜体計を作）的成な様した式市や町活数動（媒累体118市町 122市町 128市町 129市町 ！医療保健部

給食施設災害時体制づくりの推進 災策害定給時給食食施マ設ニのュ割ア合ノレ 84.0先 80.1% 90.0九 l医療保健部

0 l君臨j諒符：r~ネットワーク 数訓練、研修等参加施設 41施設／ 40施設／ 77施設／ 40施設／ ｜医療保健部
年年 年 年

避難所での衛生管理体制の確保 地を（累締区計結歯）し科て医い締る会市と町協数定 IH市町 120市町 117市町 129市町 i医療保健部

検視・検案、身元確認
遺体を取り扱う体制の整備 ｜鵬会の開催 16回／年 16回／年 16回／年 16回／年 i警察本部

広域火葬の円滑な実施に向けた、 i広域火葬訓練の実施回11回以上／ll回以上111回以上／ll回以上／1

情報伝達にかかる体制整備 ｜数 ｜年 ！年 ！年 ｜年 ｜医療保健部

遺体安置所の広域調整体制の検討｜検討会の開催回数 ｜町年 11回／年 11回／年｜町年＇＝~~：fin

01閣報均一の運用 ｜畑Pトフォー I100% I 100% 199.2覧 1100% ｜開策部

0 ILアラートの円滑な運用（再掲）
Lアラ｝トへの確実な情

1100九 1100九 I 100.0% I 100% ｜防災対策部
報発信率
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被災建築物応急危険度判定士の養判定士養成講習会の開 11回／年 11回／年 11回／年 11回／年 ｜県土整備部
成【重点】 催

被災宅地危険度判定士の養成【重 判定士養成講習会の開 11回／年 11回／年 11回／年 11回／年 i県土整備部
点】 イ雀

応急的な住宅の確保（応急仮設住 建の台設候帳整補備地率のある市町：o"3・G% 195'.0% 193.0% 1100% ｜防災対策部
宅）

住宅相談窓口担当者のスキルア〆講習会開催回数
ブ ＼ 11回／年 11回／年 11回／年 11回／年 ｜県土整備部

1回／年 11回j年 ｜町年 11回／年｜防災対策部

住家被害認定調査員の養成問｜研修会の実施 11回／牛 ｜四／年 11回／年＼1回／年 ｜防災対策部

｜復旧・復興期まで視野｜ I I I I o 1 ：~r発モ釣レ素材の作成（一部！を広げた啓発明レの｜未作成 ｜作成済 ｜作成済 ｜見直し ｜防災対策部
イ乍成 • I I I I I 

0 l錯け防災対策融資制度の周知｜構報提供回数 1：~1:/ ，~§］~l:／卜昨 1：~1:/1：~：：：
被災農林水産業者の経営再建資金｜各関係団体への情報提Ii回／年 11回／年 Ii回／年 Ii回／年 ｜農林水産部
制度の周知 ｜供

地籍調査の進捗率 19.5% 9.7潟！9.7% 110% 地域連携部

震災復興本部設置要領
（仮称）の策定

震災復興に関する市町への情報提｜l情報提供回数供 、 1

54 


